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序論  
 
1. 緒言 
わが国では高齢者の人口に占める割合が増加し 1）、世界に類を見ない
スピードで高齢化が進行している。そのためわが国における国民の健康
の維持増進には高齢者の健康を維持増進することが必要である。 
食べることは単なるエネルギーの補給というだけでなく、生命・生活
の質や生命活動の維持のために重要な役割をもつ 2）。高齢者は基礎代謝
量や活動量の低下による食欲の減少や、歯の喪失や咀嚼力低下などによ
る偏食や栄養不足からたんぱく質・エネルギー低栄養状態に陥りやすい 3）。
高齢者の生命や生活の質の維持増進と摂取エネルギー量や栄養素摂取量
とには深い関係があるため、高齢者を対象とした疫学研究が積極的に進
められており、健康寿命を延伸し生き生きとした生活を過ごすためのエ
ネルギーおよび栄養素摂取量についての研究成果が報告されている 4~8）。
高齢者には基礎代謝量や活動量の低下があるだけでなく咀嚼・嚥下機能
の低下がみられる 9）。平成 20 年から平成 24 年までの 5 年間に餅などを
のどに詰まらせて救急搬送された人は 608 人で、そのうち 545 人が 65
歳以上の高齢者であったと報告されている 10）。また早食いは若年者にお
いてはメタボリックシンドロームの原因となる食行動である 11）が、高齢
者においては窒息や誤嚥や誤嚥性肺炎の原因の一つである 12）。高齢者で
は咀嚼・嚥下機能の低下があるため、高齢者は若年者と比べて咀嚼時間
や咀嚼回数が延長すること 13）や咽頭期において嚥下反射の開始が遅延し、
嚥下反射運動の速度が低下すること 14）などがあり、高齢者の咀嚼行動や
嚥下行動は若年者のそれらとは異なることが推察される。 
食行動は食事時間内に生起する行動全般であり、生理的欲求だけでな
く食事に対する個人の特性として捉えることができる 15）。食事をどのよ
うに食べるかという食行動の観察やその調査は栄養管理や食事の指導の
基礎となり、現状の実態把握や問題点の分析を可能とするとされている
16）。実際に、食行動を観察した研究結果により行動変容を妨げる障害が
明らかにされるなど 17）、食行動を観察することで摂食時における実態を
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把握し問題点が解明できたことが示されている。食行動の観察は食行動
の問題解決に向けた具体的な方策の提案に必要かつ重要な研究となる可
能性があることから、高齢者の健康を維持増進するために咀嚼・嚥下機
能に関係する咀嚼行動を観察する研究が必要であると思われる。前述し
たように高齢者は咀嚼・嚥下機能の低下があり若年者の咀嚼行動とは異
なるため、高齢者の咀嚼行動についての研究が必要である。しかし、現
在、高齢者の摂食時における咀嚼行動に関する研究はほとんど行われて
いない。 
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2．時代背景：わが国の高齢化の現状 
わが国の65歳以上の高齢者人口は、1950年度416万人から1980年度1,065
万人、そして 2010 年度 2,874万人と図 1 に示したように、年々増加している
1）。 
 
        図 1 65歳以上の高齢者人口の推移 
 
 『国勢調査』（1950年から 2005年）（総務省統計局http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/）
2010年は『人口推計』をもとに作図 
注 1）2010年は 9月 15日現在、その他の年は 10月 1日現在 
  2）2010年は、2010年国勢調査人口速報集計による人口を基準としている  
  3）1970年までは沖縄県を含まない 
  4）1950年から 2005年までは、年齢不詳を案分している 
 
総人口に占める 65歳以上の人口の割合（以下、高齢化率とする）の推移を
みると、1950 年頃までは 5％程度で推移していたが、1985 年には総人口の
10.3％となり、総人口の10人に1人を占めるようになった。2002年には18.5％
と、総人口の 5.4 人に 1人の割合となった。今後はさらに高齢化率は上昇を続
け、2045年には 38.2％に達すると推計されている 18）。 
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このような高齢化の進展とともに要介護高齢者の増加が予測され 19）、
図 2 に示すように高齢化に伴う医療費の増大が見込まれている。そのた
め健康寿命の延伸を目指した支援の重要性が高まっている。国民にとっ
て健康寿命を達成することができるかという方策が最大関心事となって
いる 20）。さらに国策としても、医療費適正化や生活習慣病予防などの対
応策は急務となっている 20）。 
 
 
               図 2 年齢別の医療費（2004 年度） 
 
厚生労働省｢2004 年度国民医療費の概況｣
（http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-iryohi/04/kekka5.html）をもと
に作図 
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3．研究背景：咀嚼行動に関する研究の現状 
咀嚼行動に関する先行研究には、研究者が咀嚼行動を観察するために行動を
規定するなど実験的環境下による研究が多い。これらの実験的環境下での報告
ではいずれも成人を対象としている 15、21～ 25）。実験的環境下において高齢者を
対象とした研究には高齢者に食べやすい食材の調理方法を見出すことを目的
とした報告などがある 26～28）。しかし、高齢者の咀嚼行動に着目し、咀嚼行動
の問題点などを論じた先行研究は皆無である。 
食行動の先行研究には、食行動の実態調査 29）や摂食動作や摂食行動の分析
30、31）などがあるが、対象者は幼児から成人期の人である。高齢者を対象とし
た研究には、食べる速さの自己評価と栄養素等の摂取量との関係を報告した研
究 32）があるのみで他には報告されていない。 
咀嚼行動に関する研究で高齢者を対象とした研究は数少なく、生活の中での
食事中の食行動を検討した研究も少ない。高齢者の咀嚼行動の問題点を明確に
し、その改善点を見出すには高齢者の生活の中での咀嚼行動に関する研究が必
要である。 
 
4．研究の目的と概要 
高齢者が生活の中での食事において窒息や誤嚥などの事故が起きないよう
にすることは健康維持につながる。そのためには高齢者の健康の維持増進の具
体的方法につながる知見を得ることが必要である。食行動を観察することによ
って現状の問題点を抽出することができ改善策を講じることが可能となるた
め、高齢者の生活の中での食事中に咀嚼している様子を観察し、現状を把握し
問題点を抽出することは高齢者の健康の維持増進に有効であると思われる。し
かし、前述したように高齢者の生活の中での食事中における咀嚼行動の研究は
皆無である。 
高齢者の咀嚼行動の特徴が明らかになれば、高齢者の健康のリスクとなる咀
嚼行動における問題点の改善方法を具体的に示すことができ、高齢者の食生活
の充実や高齢者の看護に寄与できる社会的に有意義な知見となる。そこで本研
究では、高齢者の生活の中での食事中における咀嚼行動に焦点をあて、高齢者
の咀嚼行動の特徴を明らかにすることを目的とした。 
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まず第 1 章では、生活の中での食事中の咀嚼行動を実証的に評価するのに適
している観察方法を検討するために、食行動観察の報告を系統的に収集し、ビ
デオ観察法は咀嚼行動の観察に用いることができる可能性を見出した。次にビ
デオ観察法を用いて咀嚼行動を観察し数値化するために必要な機器の設置条
件と観察者条件を検討し、ビデオ観察法を用いた咀嚼行動の実証的な調査方法
を確定した。これらの結果をもとに本研究では食行動の観察にビデオ観察法を
用いることとし、第2章以降ビデオ観察法を用いて研究を進めた。第2章では、
これまでに若年者と高齢者の食べ方の違いや特徴についてはほとんど研究さ
れていなかったことから、高齢女性と成人女性との食事時間や咀嚼回数を比較
することで高齢者の咀嚼行動を評価した。第 3章では、高齢者の食行動のうち
早食いは窒息や誤嚥や誤嚥性肺炎の原因の一つであり生命維持に関与する食
べ方であることが明らかになっていることから、自分が早食いであると感じて
いる高齢者の食べ方の特徴を見出すことを目的として、早食いを認識している
人の食事時間および咀嚼回数とを評価した。第 4章では、高齢者の早食いと健
康状態との関係を見出すために、血液生化学値を評価した。第 5 章では、高齢
者の早食いの是正方法を見出すことを目的として、パン食献立とご飯食献立に
おける咀嚼時間と咀嚼回数の違い、次に咀嚼時間と咀嚼回数について検討を加
えた。最後に養護老人ホームに入所している高齢者の咀嚼行動を評価すること
で得られた結果をもとに考察するとともに、高齢者の健康を維持増進するため
の咀嚼行動の提案を試みた。 
 
【対象者】 
本研究では、養護老人ホームに入所している高齢者を観察対象者とした。理
由は以下に述べるとおりである。 
高齢者は加齢とともに歯牙の欠損、舌の運動機能や唾液分泌の低下、口腔感
覚の鈍化が進行し咀嚼能力が低下する 3）。また、摂食機能には嚥下機能及び嚥
下関連機能や上肢、精神機能など数多くの機能が関係している 33）。そのため
食行動の観察対象者には、全身の機能に統一性を持たせることが望ましい。 
高齢者の施設である養護老人ホーム 34）、特別養護老人ホーム 34）、老人保健
施設 35）のうち、養護老人ホームは、心身および環境的、経済的な理由により
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居宅において生活が困難な 65 歳以上の者が入所となり、行政が措置する老人
福祉施設である 35）。養護老人ホームでは、入所している高齢者が要介護状態
に陥ることなく、いつまでも健康に過ごせるようにすることが施設の役割とし
て求められている 36）。基本的には自立していることが入所の条件であるため
37）、養護老人ホームに入所している高齢者を対象者とすることで自立している
という点で身体機能の条件を統一することができる。 
また、養護老人ホームでは入所している高齢者に 3食の食事が提供されてお
り、適切な栄養管理がなされている。そのため調査に際して食事内容やエネル
ギーおよび栄養素摂取量の把握ができる。 
養護老人ホームの施設数は2011年10月1日の時点では893施設であり年々
増加している 38)。養護老人ホームに入所している高齢者の咀嚼行動を観察し結
果を得ることで、研究成果を養護老人ホームに入所している高齢者の健康管理
に還元できる。 
以上より対象者を養護老人ホームに入所している高齢者とした。 
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【論文中の語彙の定義】 
 本研究で用いる用語の定義を以下に説明する。 
初出の
章 
用語 定義 
第 1章 
 
ビデオ観察
法 
行動観察法のうちの一つである。間接観察法にあたる。観察フィ
ールドで観察対象者をビデオカメラで撮影したうえで、観察者が
映像を見ながら観察・分析する手法である。 
食べ始め 対象者が最初に食べ物を口に取り込んだ時点をいう。 
食べ終わり 対象者が最後の飲食物の嚥下が終わった時点をいう。 
総摂食時間 対象者が食べ始めから食べ終わるまでの食事時間をいう。 
単位は「秒」。 
総咀嚼時間 対象者が食べ始めから食べ終わるまでの食べ物を咀嚼している
持続時間をいう。単位は「秒」。 
総咀嚼回数 食べ始めから食べ終わりまでの対象者の下顎下縁の上下の動き
の回数をいう。単位は「回」。 
観察者 
 
 
 
 
 
観察とは、物事の真の姿を間違いなく理解しようとよく見ること
であり、観察者はそれを行う人を指す。本研究では、観察フィー
ルドの養護老人ホームの食堂で食事中の様子を撮影した映像を
見て咀嚼時間や咀嚼回数などの咀嚼行動を観察し、データを数値
化した人をいう。本研究では 46歳と 22歳の女性 2名で、ビデオ
観察法を 1回以上練習した人とした。 
第 2 章以降は、46 歳女性 1 名が対象者の咀嚼行動の観察を行っ
た。 
再現性 
 
 
 
観察者が対象者の咀嚼行動を観察した測定の精度を表現する条
件として、観察者、観察システムおよび観察場所が異なり、観察
手順も異なることが望ましいという条件のもとで実際に試すこ
とで得られた測定結果のばらつきの大きさを表現する指標をい
う。 
信頼性 
 
 
ビデオ観察法による咀嚼行動の測定値が信頼できるかという指
標をいう。つまり、同一の対象者に同一の条件で咀嚼行動の観察
を行った場合に、同一の測定値が得られるかどうかをいう。 
第 2章 咀嚼リズム 対象者の咀嚼 1回あたりに要した時間をいう。単位は「秒 / 回」。 
第 3章 運搬回数 対象者が料理を口に運ぶ回数をいう。単位は「回」。  
一口口中 
時間 
総咀嚼時間を運搬回数で除して算出した一口あたりの咀嚼時間
（総咀嚼時間 / 運搬回数）をいう。単位は「秒」とした。 
一口咀嚼 
回数 
総咀嚼回数を運搬回数で除して算出した一口あたりの咀嚼回数
（総咀嚼回数 / 運搬回数）をいう。単位は「回」とした。 
一口口中 
重量 
メニューの総重量を運搬回数で除して算出した一口あたりの重
量（メニュー総重量 / 運搬回数）をいう。単位は「g」。 
第 4章 噛む速さ 対象者の咀嚼 1秒当たりの噛む回数をいう。単位は「回 / 秒」。 
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【ビデオ観察法で使用した機器と撮影状況】 
 本研究では機器の設置条件と観察者条件などを検討し、若年者と高齢者をビ
デオ観察法により観察した。若年者、高齢者ともにビデオ観察法で使用した機
器は同一である。使用機器の詳細を以下に述べる。 
撮影には、デジタルビデオカメラ（デジタルハイビジョンビデオカメラ
HDC-TM60 211 万画素 パナソニック、日本）2台とデジタルカメラ（デジ
タルカメラ DMC-ZX3 Lumix 1410万画素 パナソニック、日本）4台を
用いた。本研究では動画を撮影する機器であるビデオカメラとデジタルカメラ
の両方を「ビデオ」とよぶこととした。 
撮影した画像を、ノートブック型パーソナルコンピューター（FUJITSU 
FMV  ESPRIMO D3240 MODEL FMVXDUB72F）を介し、パーソナルコ
ンピューターモニタ （ー15インチ）の画面の映像を用いて観察者が観察した。 
本研究は、一宮市にある養護老人ホームの食堂で 7 月 2 日（金）と 7 月 9
日（金）に撮影を行った。ビデオカメラでの撮影が観察対象者の食行動に影響
する可能性があるため、撮影する日以外にビデオカメラを 1日間設置し、さら
に撮影当日はビデオカメラを 2 時間前から設置し、養護老人ホームの入所者が
食堂にビデオカメラが設置されている状況に慣れるようにした。 
この施設の食堂では 50名が着席できる座席を有していた。昼食時間帯は 11
時 20分から 11 時 50分までと 11時 50 分から 12時 20 分までであり、各時間
帯に 50 名ずつが喫食していた。この 100 名（平均年齢 80歳、男性 37名、女
性 63 名）を観察対象者とした。7 月 2 日（金）と 7 月 9 日（金）とで喫食者
は同じ 100名であった。7月 2日（金）と 7月 9日（金）で日にちは異なった
が、各々が喫食した昼食時間帯と食堂の着席場所は 2 日間とも同じであった。 
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第 1章 咀嚼行動の観察方法の検討 
 
第 1章では、生活の中での食事中の咀嚼行動を実証的に評価するのに適して
いる観察方法を見出すことを目的とし研究を進めた。まず第 1節で、これまで
に報告された食行動観察の先行研究を系統的に収集することでビデオ観察法
を用いた食行動観察の報告内容を整理し、ビデオ観察法が食行動の観察に有用
であることを、次に第 2節でビデオ観察法を用いて咀嚼行動を観察するための
ビデオカメラの設置条件を検討した。第 3 節では咀嚼行動を観察する際のビデ
オ観察法の再現性を、第 4節ではビデオ観察法を用いて咀嚼行動を観察するた
めの観察者条件を明らかにするために、観察者間の誤差および観察者内の誤差
を検討した。 
 
第 1節  食行動観察の先行研究 
 
１．目的 
食行動は個人を取り巻く環境への適応である。そのため実験下や条件が統制
された中で観察されるのではなく、日常的な行動を観察することが重要である
1）。 
咀嚼の観察方法には、咀嚼時の下顎の動きを直接的に観察する方法 2）や咀嚼
時の筋電図を測定し観察する実験的方法 3）などがある。実験的な方法での研究
では少人数を対象とすることや実施場所の限定があり時間を多く必要とする
こと、測定・分析に多額の経費を必要とすることから集団における評価への適
用は難しい 4）。 
ビデオ観察法は行動を観察する方法のひとつであり、母子相互関係 5）や段差
昇段時の動作解析 6）などが報告されている。ビデオカメラを使用して行う観察
は非参加観察法であるため事後に詳細な分析を行うことが可能であること 7）
や、ビデオ観察法は定量的なデータが得られるため食行動の見直しを図ること
が可能となること 8）が考察されており、ビデオ観察法は行動を観察する方法と
して有用であることが推察される。ビデオ観察法で食行動を観察できれば生活
の中での食事中の咀嚼行動を観察できる。しかし先行研究 9）では生活の中での
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食事中の母子の行動を観察した報告はあるものの、ビデオ観察法が食行動を観
察する方法として有用であるかについては明らかでない。 
そこで本節では、ビデオ観察法が生活の中での食行動を観察する方法として
有用であるかを明確にすることを目的とし、ビデオ観察法を用いた食行動観察
の報告を系統的に収集し、ビデオ観察法を用いた食行動観察の報告内容を整理
した。 
 
2．方法 
 本節では、ビデオ観察法を用いた食行動観察の報告を系統的に収集し、報告
内容を整理するため、検索する論文は国立情報研究所の学術コンテンツ・ポー
タルGeNiiの中のCiNiiより抽出作業を行った。研究目的に沿って、データベ
ースを用いる際の検索語を検討し作業を進めた。1次スクリーニングでは、「ビ
デオ観察法」を検索語として検索した。続いて「ビデオ観察法」と「食行動」
を掛け合わせて検索した。次に、「ビデオ」で検索し、続いて「ビデオ」と「食」
を掛け合わせて検索した。さらに、「ビデオ」と「食行動」、「ビデオ観察」を
検索し、続いて「ビデオ観察」と「咀嚼」を掛け合わせて検索した。 
また、CiNii で検索した以外の論文を確認するため、データベース「医学中
央雑誌Web版、Ver.5 Advanced Mode（以下「医中誌」と称す）」を用い、国
内において発表された、日本人を対象とした論文について系統的に検索を行っ
た。検索語は「ビデオ観察法」を検索語として検索した。続いて「ビデオ観察
法」と「食行動」を掛け合わせて検索した。次に、「ビデオ」で検索し、「ビデ
オ」と「食」、続いて「ビデオ」と｢食｣と「食行動」で検索し、さらに「咀嚼」
を掛け合わせて検索した。「ビデオカメラ」で検索し、「ビデオ観察」に絞り込
んだ。「ビデオ観察」を検索し、続いて「ビデオ観察」と「咀嚼」を掛け合わ
せて検索した。さらに、「食行動」と「観察」と「ビデオ観察法」を掛け合わ
せて検索した。 
この絞り込みから症例報告、解説、会議録を除外した。2次スクリーニング
では、タイトルおよび抄録、3次スクリーニングでは本文を精読し、以下の条
件に基づき論文を選択した。除外する条件は、①絞り込み検索でノイズとして
抽出された非該当論文（症例報告、解説、会議録、）、②日本人以外を対象とし
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たもの、③日本人を対象としているが、食事観察と全く関連しないと判断され
るものである。 
 
3．結果 
 国立情報研究所の学術コンテンツ・ポータルGeNiiの中のCiNii より抽出作
業を行った結果、「ビデオ観察法」を検索語とした場合は 8 件が該当した。続
いて「ビデオ観察法」と「食行動」を検索した結果は 1 件が該当した。次に、
「ビデオ」を検索語とした場合は 18，329 件が該当し、「ビデオ」と「食」を
掛け合わせて検索した結果は 544 件が該当した。さらに、「ビデオ」と「食行
動」を掛け合わせて検索した結果は 21件が該当した。「ビデオ観察」で検索し
た結果は 61件が該当し、「ビデオ観察」と「咀嚼」を掛け合わせて検索した結
果は 0件であった。 
医中誌での検索では、「ビデオ観察法」を検索語として検索した結果 4 件が
該当し、「ビデオ観察法」と「食行動」を掛け合わせて検索した結果 1 件が該
当した。次に、「ビデオ」で検索した結果 13，115件が該当し、「ビデオ」と「食」
では 1，577 件、続いて「ビデオ」と｢食｣と「食行動」で検索した結果 78件、
さらに「咀嚼」を掛け合わせて検索した結果 10件が該当した。「ビデオカメラ」
で検索した結果 524件が該当し、「ビデオ観察」に絞り込んだ結果 1件が該当
した。「ビデオ観察」を検索した結果 30件が該当し、「ビデオ観察」と「咀嚼」
を掛け合わせて検索した結果 5 件が該当した。さらに、「食行動」と「観察」
と「ビデオ観察法」を掛け合わせて検索した結果 1件が該当した。 
検索により該当したCiNii 21件と医中誌 18件の論文から症例報告 8件、解
説 5件、会議録 0件を除外し、さらにタイトルと抄録の精読による 2次スクリ
ーニングにより 2 件を、本文を精読した 3 次スクリーニングにより 14 件を除
外した結果、10 件の論文が該当した。その結果を表 1－1に示した。 
研究目的は、母親の行動 9、10）2 件、看護援助の有効性 11）1 件、幼児の食物
咀嚼の実態 12）1 件、小児用簡易咀嚼回数計を用いた場合の再現性の検証 4）1
件、集団での摂食行動の客観的評価法 8、13）2 件、学校給食時における食行動
の様子観察 14）1 件、「早食い」の要因を是正するための方途の検討 15）1 件、
日常的な食行動の特徴 1）1件であった。 
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 調査対象は、母子 9～11）3件、幼児 4、12）2 件、学童 8、13、14）3件、女子学生 15）
1件、成人 1)1件であった。 
観察対象となった食事内容は、家庭で調理され提供される食事 9～11）や給食 4、
8、12~14）、女子学生が昼食によく摂る市販弁当を 2 種、ハンバーガーセット、
サンドイッチセットの 4種 15）、職員食堂内の同一の食事 1）であった。 
観察項目は、母子の行動 9～11）3 件、食事時間や咀嚼時間、咀嚼回数、咀嚼リ
ズムなどの咀嚼に関連する要素 1、4、8、12、15）5 件、咀嚼に関連する要素と非摂
食行動 13、14）2件であった。 
撮影方法は、母子の表情および身体の動きが捉えられるような位置にビデオ
カメラを設定し、食事開始より食事終了までを録画した報告 9～11） 3件、日常
の生活の中で被験者が食事を摂取する様子をビデオカメラで撮影 12、14、15）3件、
撮影者がビデオカメラを手に持ち正面約 80 cm から食事中の様子を撮影４）1
件、教室内前方部に設置した 3 台のビデオカメラで撮影 8、13）2 件、同じテー
ブルで食事している2名を計3台のビデオカメラで前方と両側の3方向から同
時に撮影 1）1件であった。 
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表 1－1 ビデオ観察法を用いた食行動観察の報告内容 
 
食事内容 観察項目 撮影方法
脇田
ら10）
母子相互交渉の深まり
や乳児の食行動の発
達におよぼす母親の行
動を明らかにする
初産婦と第1子
の2組
日常の食事 母子の行動 食事開始から終了までを、母子のやり
取りが見える位置に８ミリのビデオカメ
ラを対象が設置して月１回対象者の自
宅で収録
母親の食を促す行動の中に言葉がけ、見つ
めや微笑みかけなど多く見られ、乳児の応答
性も増し、母子相互交渉の深まりが見られ
た。
志澤
ら9）
母親の関わりが幼児期
の子どもの食行動にど
のような影響を与える
かを明らかにする
母子14組 日常の食事 母子の行動 観察者は1名、ビデオカメラを三脚を使
用して対象児の正面に設置し、母親と
対象児が画面に入るように撮影
離乳期における子ども自身の手を用いた食物
への接触経験と適度な母親の介助行動が、
その後の子どもの自分で食べる行動の発達
を促進することが示唆された。
荒木
11）
母子相互作用を促進す
る看護援助の有効性を
検討する
心身障害児とそ
の母親　4組
日常の食事 母子の行動 食事場面のビデオ撮影は、１台のビデ
オカメラを用いて、母子の表情および身
体の動きが捉えられるような位置に設
定し、食事開始より食事終了までを録
画
対象者自身のビデオを用いた援助を行い、母
親の気づきを促し励まし支持するという援助
によって、母親のぐずりへの対応が増し、児
の問題となっているぐずりの合図は減り、母
親の児の認知的発達を促進するような声か
けが増すという変化を示した。
松山
ら12）
幼児の食物咀嚼に関
する実態を知る
幼児3名 給食 咀嚼回数、一
口当たりの咀
嚼回数、咀嚼
時間、食物を
口に取り込ん
だ回数
通常通りの状態で被験児に給食を摂
取してもらい、その様子をビデオに撮影
同量の食事をした場合、幼児の咀嚼回数は
成人の約2倍であった。一口あたりの咀嚼回
数は、幼児では品目ごとの咀嚼回数に個人
による違いが認められた。また、幼児では一
口ごとのばらつきが大きかった。
佐藤
ら4）
小児用簡易咀嚼回数
計を用いた場合の再現
性を検証する
5歳児37名 給食 咀嚼回数、食
事に要した時
間、咀嚼リズ
ム
承諾の得られた2名について、測定中
の様子を撮影者がデジタルビデオカメ
ラを手に持った状態で、正面約 80 cm
から収録
肥満度と食事時間調整咀嚼回数、食事に要
した時間に有意な負の相関が示されたことか
ら、肥満傾向であるほど食事時間が短く、噛
む回数が少ないこと、小柄であるほど噛む回
数が多く、食事に時間を要することが明らかと
なった。
弓削
ら8）
集団での摂食行動の
客観的評価法を確立す
る
小学３年生37名 給食 総食事時間、
咀嚼時間、咀
嚼回数、咀嚼
リズム
教室内前方部に設置した3台のビデオ
カメラで撮影
総食事時間、咀嚼時間、咀嚼回数、咀嚼リズ
ムの数量的指標である4項目はビデオ映像に
よる集団の食行動の定量的評価に有用であ
ることが示唆された。
弓削
ら13）
集団での摂食行動の
客観的評価法を確立す
る
小学３年生37名 給食 総食事時間、
咀嚼時間、咀
嚼回数、咀嚼
リズム、自由
時間、牛乳摂
取時間、牛乳
摂取回数
教室内前方部に設置した3台のビデオ
カメラで撮影
学校給食時の非咀嚼行動である自由時間、
牛乳時間、牛乳回数の3項目の客観的評価
は、健全な食生活指導を実施するうえで大い
に役に立つ情報になりうると考えられる。
東山
ら14）
学校給食時における食
行動の様子を観察し報
告する
学童120名 給食 噛み取り数、
非摂食行動
食行動が開始と同時に、子ども達の様
子を観察し、時間記録機能のあるデジ
タルカメラ（SONY pixs)を用いて撮影
高年齢及び食欲旺盛な児は、bite数が少な
く、主食副食の交互食べが盛んで、食事中気
が逸れにくいことが明らかになった。
江上
ら15）
「早食い」の要因を是
正するための方途を検
討する
女子学生7名 市販弁当を2
種、ハン
バーガー
セット、サン
ドイッチセッ
トの4種を試
料
食事時間、咀
嚼回数、口に
運び動作、噛
む速さ
食事風景をCCDカメラで撮影 口に運ぶ回数を意識的に増やすことで食事
時間が長くなり、「早食い」を少しでも是正で
きる。
斎藤1） 日常的な食行動の特
徴を表現する
成人男子166名 職員食堂内
で同一の食
事を自由に
摂取
総摂食量、摂
取時間、運び
回数、咀嚼回
数、休止時
間、摂取量の
推移
撮影する方向は前方と両側の3方向、
計3台のビデオカメラを設置、同じテー
ブルで食事している2名を同時に撮影
食事摂取率の推移から6つの食事摂取スタイ
ルに分類した。早食い行動を代表する「前半
型」の食べ方の特徴は、1回に多くの食物を
口に運び、運び回数が少なく、咀嚼回数が多
かった。
末弘
ら16）
摂食困難にある認知症
高齢者への援助方法
を検討する
認知症高齢者1
名
日常の食事 食事時間、摂
食回数、失敗
の回数、視線
変化の回数、
摂食前の咀嚼
率
２台のビデオカメラを用いて、１台は対
象、食事援助者および食事内容が撮
影できるように、もう１台は対象の表情
や咀嚼が鮮明に撮影できるように、食
堂の室外に設置
全介助が必要な本事例の摂食への影響要因
として、周辺環境の変化、援助のタイミングお
よび対象と援助者の関係性が示唆された。
調査方法
著者 目的 調査対象 結果
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4．考察 
「ビデオ観察法」、「食行動」、「ビデオ」、「食」、「ビデオ観察」、「咀嚼」、「ビ
デオカメラ」、「観察」を検索語としてCiNii と医学中央雑誌より抽出作業を行
った結果、10件の論文が該当した。 
抽出された論文の研究目的は、母子の行動観察 9、10）や看護援助の検討 11）、
咀嚼などの食行動の検討 1、8、12～15）、小児用簡易咀嚼回数計を用いた場合の再
現性の検証 4）など多岐にわたっていた。ビデオ観察法を用いて食行動を観察し
た研究として、咀嚼方法など食行動の観察、実験的な条件での咀嚼回数の測定
値の妥当性の検討など食行動を観察した報告が複数あり、ビデオ観察法は食行
動の観察に有用であることが推察された。 
研究の対象者のライフステージは乳幼児期から壮年期までであった。高齢期
のビデオ観察法を用いた食行動観察は、摂食困難にある認知症高齢者への援助
方法を検討する症例が 1件のみ 16）であった。 
ビデオ観察法を用いた食行動観察の食事内容は、家庭で調理され提供される
食事 9～11）や給食 4、8、12~14）、女子学生が昼食によく摂る市販弁当を 2 種、ハン
バーガーセット、サンドイッチセットの 4 種 15）、職員食堂内の同一の食事 1）
などであり、研究目的に応じた試料を用いていた。ビデオ観察法の有用性を高
めるためには、研究目的に応じて試料を検討することが必要であると思われた。 
観察項目は、対象者の行動や表情 9~11、14）などの観察により評価できる内容
や咀嚼時間や咀嚼回数などの測定値を数値で示すことができる項目 1、4、8、12、15）
であった。生活の中での食事中の咀嚼している様子を観察した報告は保育園児
や児童生徒、女子学生を対象とした摂食状況を観察した報告 8、12、15）であり、
高齢者の生活の中での食事中の咀嚼している様子を観察した報告は見当たら
なかった。 
撮影方法については、ビデオカメラの設置場所 1、4、8～11、13）や設置台数 1、8、
11、13）、対象者とビデオカメラの設置距離 4）、撮影の仕方 1、4、8～15）など多岐に
わたり統一された方法を見出すことができなかった。実証的検討をするための
ビデオ観察法における再現性や妥当性については、先行研究 1、4、8～16）では検
証されておらず、実証的検討をするためのビデオ観察法における再現性や妥当
性の検証が必要であると思われた。 
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 ビデオ観察法を用いた食行動観察の報告を系統的に収集した結果、乳幼児期
から壮年期までの幅広い年代を調査対象として食行動が観察されていた。この
ことは、ビデオ観察法による観察は生活の中での食行動を観察するために有用
であることを示していると考えられる。しかし、ビデオ観察法における再現性
や観察者による誤差などの検証が不足していた。今後、ビデオ観察法が生活の
中での食行動を観察する方法として有用であるかを明らかにするためには、ビ
デオ観察法における再現性や観察者による誤差などの実証的検討が必要であ
ると思われた。また高齢者の生活の中での食事中に咀嚼している様子を観察し
た報告は見当たらなかったため、観察方法の再現性や妥当性を検証したのちに
高齢者の生活の中での食事中に咀嚼している様子を観察する研究が必要であ
る。  
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第 2節 咀嚼行動を観察するためのビデオカメラ設置条件の検討 
 
1．目的 
第 1節で先行研究を系統的に収集し検討した結果、ビデオ観察法は生活の中
での食行動を観察するために有用であることが示唆された。ビデオ観察法を用
いて測定した対象者の行動を実証的に検討するためには、機器条件や観察者条
件の信頼性を検証することが必要である。先行研究では人為的に行動を再現し
た実験的環境下ではメートル単位の移動距離を観察した行動観察の信頼性が
確認されている 17）。咀嚼行動の観察については、実験的環境下においてビデ
オ観察法の環境設定について考察された報告はあるが 1）、生活の中での食行動
を観察するための信頼性を確認した研究や観察可能域を明らかにした報告は
見当たらない。咀嚼行動をビデオ観察法で観察するためには、機器条件の信頼
性を明らかにすることが必要である。そこで、本節ではビデオカメラの設置条
件を検討した。 
 
2．方法 
序論 9頁で述べた養護老人ホームの食堂で撮影を行った。食堂は 4 階建て建
物の 2 階に位置し、面積 147.98 m2であった。ビデオ観察法を用いる場合の
機器の設置条件を検討するためには、機器を設置するための広さと明るさと撮
影範囲を検討するための複数の観察対象者が必要であり、その条件を満たして
いた養護老人ホームを撮影場所とした。撮影に際して、機器の撮影による観察
可能距離等を把握するために、3人を対象とし、デジタルカメラを用いて 700 
cm × 300 cm四方の室内で予備実験を行い、実験環境下における行動観察が可
能であるおおよその距離を決定した。 
撮影に用いた機器はデジタルビデオカメラ2台とデジタルカメラ4台を用い、
本研究では各々ビデオ 1からビデオ 6と呼ぶこととした。 
対象施設の食堂の概要とビデオ設置場所を図 1－1 に示した。食堂は 6 人掛
けテーブルが 12 セットと各テーブルに椅子を配し、食堂の南西に位置する一
部の窓に白色のカーテンが引いてあった。全座席数 52席、着席 44 席、空席 8
席であった。 
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         ： 机を指す。 
         ： 撮影機器を指す。 
           ビデオ 1、ビデオ 2、ビデオ 3、ビデオ 6はデジタルカメラ、 
ビデオ 1～6    ビデオ 4、ビデオ 5はビデオカメラを指す。 
○  ：椅子を指す。 
①～○44   ：観察対象者の着席場所を指す。 
 
図 1－1 食堂の概略図、観察対象者の着席場所およびビデオカメラ設置位置 
 
北側（廊下側） 入口
    ㊹  ㊵     ㊳  ㉞    ㉚         ㉗　　　㉔  ㉓
    ㊸   ○　 　㊲    ㉝    ㉙         ㉖ 　　○  ㉒
    ㊷ ㊴     ㊱  ㉜     ㉘         ㉕ 　　○  ㉑ 　 　⑳ 　　　　⑰
⑲ 　　　　⑯
    ㊶  ○     ㉟  ㉛    ○   　　　○ 　　○  ○　　　⑱ 　　　　⑮
⑭⑬⑫ 　⑪　　⑩ 　⑨　　⑧
⑦⑥⑤   ④   ③   ②   ①
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デ
オ
１
レ
ン
ズ
カーテン
レンズ
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レンズ レンズ レンズレンズ
レンズ 
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2010年 7月 9 日（金）の 11時 50分から 12時 20分までの昼食時に食堂で
摂食した 50名を観察対象者とし撮影を行った。図 1－1に食堂の概略図、観察
対象者 50 名の着席場所およびビデオカメラ設置位置を示した。予備実験の結
果を基に観察対象者および職員の行動を妨げない場所にビデオカメラを設置
した。使用したビデオカメラは全て高さ調整が可能な可動式台の上に設置し、
ビデオカメラの高さは着席時の口唇の位置を確認し床から 70 cm～160 cmと
した。 
第 2 節 22 頁で述べたように、撮影した画像をノートブック型パーソナルコ
ンピューターを介しパーソナルコンピューターモニター（15 インチ）の画面
の映像を用いて観察した。観察対象者の観察が可能である基準は、ビデオ観察
法を 1回以上練習した観察者が調査項目を数値化できることとした。食行動の
動作の数値化の方法は以下の手順で行った。観察者は観察対象者が着席してか
ら食べ終わるまでを観察した。観察者はモニター画像を見ながら、横軸に 1 秒
単位の時間、縦軸に着席してから退席するまでの間に生起した行動（食べ物を
口に運びいれ、咀嚼開始から嚥下するまでの、食べ始めからすべての献立を食
べる終わるまで）を観察して記入する摂食行動観察記録表 18）を用いて、摂食
行動観察記録表の項目と対応する時間を記録した。次に記録した摂食行動観察
記録表をもとに横軸の秒を数値として数え、データ化し、食行動の動作項目を
時間と回数として表した。 
咀嚼行動の観察が可能である機器の設置条件として、ビデオカメラと観察対
象者の距離、ビデオカメラの設置高さ、カーテンによる遮光の有無、他観察対
象者の遮りの有無について検討した。 
本章は、愛知きわみ看護短期大学研究倫理委員会の承認を受けた後、高齢者
施設の施設長及びスタッフに、研究の目的、研究方法を説明し、同意を得た。
その後、養護老人ホームに入所している高齢者に対して、研究の目的、研究参
加の自由、研究不参加による不利益がないこと、匿名性の保持、調査結果の公
表などについて口頭で説明し、調査協力への同意を得て実施した。撮影にあた
り食堂でビデオ撮影する旨を全入所者に伝えてから撮影を実施した。 
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3．結果 
観察対象者 50 名のうち欠食者を除く 44 名の観察結果を表 1－2 に示した。
32 名の観察が可能であった。ビデオカメラと観察対象者の距離は 150～1280 
cm、ビデオカメラの設置高さは床上 70 cm～160 cm、カーテンにより遮光さ
れていた観察対象者は 5 名、他観察対象者の遮りは 22 名であった。観察が可
能であったビデオ設置条件は、ビデオカメラと観察対象者の距離 150～1000 
cｍ、ビデオカメラの設置高さ床上 70 cm～160 cm、カーテンによる遮光がな
い、他観察者の遮りがないことであった。 
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 ＊観察対象の着席場所は、図 1－1に示した観察対象者の着席場所の数値 
 ＊＊咀嚼行動は、咀嚼時間と咀嚼回数を示す 
 ＊＊＊ビデオ番号は、図 1－1に示したビデオの番号を示す 
観察対象
者の着席
場所*
ビデオと観
察対象者
の距離
（cｍ）
ビデオの
設置高さ
（ｃｍ）
カーテン
による遮
光の有無
他観察対象
者の遮りの
有無
咀嚼行動**
の観察の
可不可
ビデオ
番号***
1 150 70 無 無 可 ビデオ1
1 600 110 無 有 不可 ビデオ5
2 210 70 無 有 不可 ビデオ1
2 620 110 無 有 不可 ビデオ5
3 550 110 無 有 不可 ビデオ5
4 330 70 無 有 不可 ビデオ1
4 570 110 無 無 可 ビデオ5
5 600 110 無 有 不可 ビデオ4
6 600 110 無 有 不可 ビデオ4
7 590 70 無 有 不可 ビデオ1
7 1280 160 有 無 不可 ビデオ3
7 600 110 無 有 不可 ビデオ4
8 180 70 無 無 可 ビデオ1
8 400 110 無 無 不可 ビデオ5
9 240 70 無 無 可 ビデオ1
9 320 110 無 無 不可 ビデオ5
10 300 70 無 無 可 ビデオ1
10 450 110 無 無 不可 ビデオ5
11 360 70 無 有 不可 ビデオ1
11 390 110 無 無 不可 ビデオ5
12 480 70 無 無 可 ビデオ1
12 520 110 無 無 不可 ビデオ4
12 300 110 無 無 不可 ビデオ5
13 540 70 無 無 可 ビデオ1
13 520 110 無 無 不可 ビデオ4
14 600 70 無 無 可 ビデオ1
14 1190 160 有 無 不可 ビデオ3
14 520 110 無 無 不可 ビデオ4
15 460 110 無 無 可 ビデオ5
15 490 110 無 無 可 ビデオ6
16 400 110 無 無 可 ビデオ5
16 430 110 無 無 可 ビデオ6
17 320 110 無 無 可 ビデオ5
18 460 110 無 有 不可 ビデオ6
19 390 110 無 有 不可 ビデオ5
19 400 110 無 有 不可 ビデオ6
20 330 110 無 無 可 ビデオ5
20 320 110 無 無 可 ビデオ6
21 400 110 無 有 不可 ビデオ5
22 320 110 無 有 不可 ビデオ5
23 260 110 無 無 可 ビデオ5
24 260 110 無 無 可 ビデオ6
25 400 110 無 有 不可 ビデオ4
26 320 110 無 無 可 ビデオ4
27 260 110 無 無 可 ビデオ4
28 400 110 無 有 不可 ビデオ4
29 320 110 無 無 可 ビデオ4
30 260 110 無 無 可 ビデオ4
30 510 110 無 無 可 ビデオ2
31 250 110 無 無 可 ビデオ2
32 310 110 無 無 可 ビデオ2
33 400 110 無 無 可 ビデオ2
34 460 110 無 有 不可 ビデオ2
35 210 110 無 無 可 ビデオ2
35 1000 160 有 無 可 ビデオ3
36 270 110 無 有 不可 ビデオ2
37 360 110 無 有 不可 ビデオ2
38 420 110 無 有 不可 ビデオ2
39 320 110 無 無 可 ビデオ2
40 470 110 無 無 可 ビデオ2
41 300 110 無 無 不可 ビデオ2
41 510 160 有 無 不可 ビデオ3
42 360 110 無 無 可 ビデオ2
42 450 160 有 無 可 ビデオ3
43 450 110 無 有 不可 ビデオ2
44 510 110 無 無 可 ビデオ2
表 1－2 ビデオカメラの設置条件と観察対象者の観察結果 
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4．考察 
第 2節では、ビデオカメラにより咀嚼行動の観察が可能である機器の設置条
件を検討した。観察対象者の下顎の運動を観察することができたビデオカメラ
と観察対象者の距離は 150～1000 cｍであった。先行研究ではビデオカメラの
設置高さは床上 120 cm、着席位置から 400 cm離し、撮影方向を遮断しない
ように環境を設定することで食行動を観察し解析するための画像が得られた
1）。本節の結果は先行研究と異なっていた。今回の調査に用いた機器は 2010
年 6月に購入した最新機種であった。撮影機器の精度は年々向上しており 19）、
撮影可能距離の相違は機器製造年による精度の差にあると考えられた。観察が
可能であるビデオカメラ設置高さは床上 70～160 cm であった。先行研究 20）
では高齢者は円背等により座高が低くなるとされているが、ビデオ撮影に必要
な具体的な高さについて詳細な結果を得ていない 21）。今回の結果から、高齢
者が椅子に着席して摂食する場合の下顎の動きを観察できるビデオカメラの
設置高さは床上 70～160 cmであることが推察された。「ビデオ 3」の画像は暗
く不鮮明であり観察対象者の下顎の動きを観察できなかった。「ビデオ 3」で
撮影した観察対象者は、食堂南西の窓に白色のカーテンが引かれ遮光された場
所に着席していた。カーテンが引かれた場合は遮光され部屋の照度が落ちるた
め 22）画像に影響を及ぼしたと考えられる。今回の調査では照度の計測を行っ
ていないため具体的数値を述べることはできないが、カーテンが引かれ遮光さ
れた明るさでの撮影では下顎の動きが観察できないことが示唆された。他観察
対象者の遮りは観察の可不可に影響していた。固定されたビデオカメラでは柔
軟に撮影ポイントを変化させることができないため、観察環境の設定が十分で
ない場合には障害物によって遮断されることもあり 1）、本調査も同様の結果を
得た。下顎の動きを観察するためには、他観察者など撮影を遮断する障害物へ
の配慮が必要である。 
以上より、下顎の動きと咀嚼時間の観察をビデオカメラで行うためには、ビ
デオカメラと観察対象者との距離 150～1000 cｍ、ビデオカメラの設置高さ 70
～160 cm、カーテンで遮光されない明るさ、撮影を遮る障害物への配慮の必
要性が設置条件となることが示唆された。
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第 3 節  咀嚼行動を観察するためのビデオ観察法による観察の
再現性の検討 
 
1. 目的 
行動を評価するためには、機器の設置条件だけでなく観察の再現性を検証す
ることが必要である 23）。第 2 節で、咀嚼時間と咀嚼回数の観察を実証的に行
うためのビデオカメラ設置条件を明らかにした 24）。第 2 節で得た結果は同一
時刻帯における単数回の観察であるため、観察の再現性を検討していない。そ
こで第 3 節では、複数回の観察により再現性を明らかにするために、ビデオカ
メラにより咀嚼行動の観察が可能である機器の設置条件を検討した。 
 
2．方法 
序論9頁で述べた養護老人ホームの食堂で撮影を行った。撮影は7月2日（金）
と 9 日（金）の 2 日間の 11 時 20 分から 11 時 50 分と 11 時 50 分から 12 時
20 分の 2 回の昼食時間帯に、同一の食堂で撮影を行った。7 月 2 日と 7 月 9
日の両日とも天候は晴天であった。食堂の照明はすべて点灯された状態であっ
た。施設の食堂では外部の天候や気温などの影響を受けないように、室温と照
明の明るさが管理されており、異なる日時でも室温と照明の明るさという条件
は同じであるとみなすことができる。図 1－2 に食堂の概要、対象者の着席場
所と撮影機器の設置場所を示した。 
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        ：机を指す。 
        ： 撮影機器を指す。 
 
ビデオ 1～6          椅子を指す。 
① ～ 52      ：観察対象者の着席場所を指す。 
① ～  52     ：複数回の観察が可能であった対象者の着席番号を指す。 
 
図 1－2 食堂の概要、対象者の着席場所及び撮影機器の設置場所 
 
 
北側（廊下側） 入口
    ㊽     ㊹      ㊵    ㊱         ㉜　 　 ㉘  ㉔
 ㊼     ㊸ 　      ㊴    ㉟         ㉛  　 ㉗  ㉓
   ㊿   ㊻     ㊷       ㊳       ㉞         ㉚    　  ㉖   ㉒  　　⑳ 　　　　⑰
⑲ 　　　　⑯
   ㊾    ㊺     ㊶          ㊲     ㉝   　　　㉙ 　　㉕  ㉑  　　⑱ 　　　　⑮
  
⑭ ⑬⑫ 　⑪　　⑩ 　⑨　　⑧
⑦⑥⑤   ④   ③   ②   ①
南側（窓側）
ビデオ2 ビ
デ
オ
１
レ
ン
ズ
カーテン
レンズ
ビデオ3 ビデオ4 ビデオ5 ビデオ6
レンズ レンズ レンズレンズ
5
51
52
レンズ 
ビデオ 1、ビデオ 2、ビデオ 3、ビデオ 6はデジタルカメラ、
ビデオ 4、ビデオ 5はビデオカメラを指す。 
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1）ビデオカメラ設置条件ごとの観察の再現性の検討 
撮影条件が同一で撮影ができた回数を測定した。同一の撮影条件とは、同一
の対象者で、同一の場所に着席し、同一のビデオカメラ番号で撮影された場合
である。同一の撮影条件での咀嚼時間と咀嚼回数が連続的に測定できた場合を
再現性があると考えた。咀嚼時間と咀嚼回数の観察には、ビデオカメラと対象
者との距離、自然光に照らされている対象者の部位、カーテンによる陰の有無、
ビデオカメラが向いた方向の中心線とビデオカメラから対象者を結ぶ直線に
挟まれる角度(以下、ビデオカメラが映す方向と対象者の位置を示す水平角)と
した（図 1－3）。ビデオカメラが映す方向と対象者の位置に示す水平角につい
ては、時計回りと時計と反対回りの区別はしないものとした。 
 
 
 ・ビデオカメラが向いた方向の中心線とビデオカメラから対象者を結ぶ直線に挟まれる角度
（以下、ビデオカメラが映す方向と対象者の位置を示す水平角）とした。ビデオカメラが
映す方向と対象者の位置を示す水平角については、時計回りと時計と反対回りの区別はし
ないものとした。 
 
図 1－3 ビデオカメラが映す方向と対象者の位置を示す水平角 
  ○　　○
  ○　　○
机を指す。
ビデオカメラを指す。
○ 対象者を示す。
0度
レ
ン
ズ
（右）角度
レ
ン
ズ
ビ
デ
オ
ビ
デ
オ
（左）角度
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3．結果 
7 月 2 日（金）の前半では 29 名、7 月 2 日（金）の後半では 11 名、7 月 9
日（金）の前半では 21名、7月 9日（金）の後半では 44名を撮影することが
でき、合計 105名であった。食事開始から終了までの間に他者が対象者の前を
遮って移動したため映像が連続的に確認できなかった者 33 名と、ビデオカメ
ラに対して反対側を向いていたため咀嚼の映像が確認できなかった者 8 名を
解析から除外して、64名に対して咀嚼時間と回数の測定を行った。 
 
1）ビデオカメラ設置条件ごとの観察の再現性の検討 
対象者が同一の場所に着席し、なおかつ同一のビデオカメラにより複数回の
測定が可能であった場合の条件を表 1－3 に記した。着席番号 1、8、9、37、
38、48 では 3 回、着席番号 7、14、31、32、36、41、46、49、50、51、52
では 2回の解析が可能であった。 
（1）ビデオカメラと対象者との距離 
複数回の観察結果から、距離が 1280 cmの場合には解析が不可であり、150 
cm、160 cm、180 cm、210 cm、240 cm、250 cm、260 cm、360 cm、420 cm、
510 cm、540 cm、600 cmの場合には解析可能であった。 
（2）自然光に照らされている対象者の部位 
自然光の状態については、対象者の背側に自然光が当っている状態、対象者
の腹側から自然光が当たっている状態、対象者の側方から自然光が当たってい
る状態の 3 種類に分類した。対象者の背側に自然光が当っている状態は 2 名、
対象者の腹側から自然光が当たっている状態は 3名、対象者の側方から自然光
が当たっている状態は 12 名であった。着席番号 7 では対象者の背側に自然光
が当っている状態であり解析ができなかった。着席番号 7とビデオカメラの距
離は 1280 cmであった。着席番号 7以外の対象者は解析が可能であった。 
（3）カーテンによる陰の有無 
カーテンの陰については、着席番号 46、49、52の場合ではカーテンの陰が
あるにもかかわらず解析は可能であったが、着席番号 7 の場合ではカーテンの
陰がある状態の観察で解析ができなかった。カーテンの陰無の場合は解析が可
能であった。 
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（4）ビデオカメラが映す方向と対象者の位置を示す水平角 
ビデオカメラが映す方向と対象者の位置を示す水平角は 2 度、9 度、10度、
13度、18度、31 度、34度、35度、37度、39度、43度、46度、53度、58
度、64 度で解析が可能であった。着席番号 7の水平角は 25度で解析ができな
かった。 
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表 1－3 複数回観察によるビデオカメラ設置条件 
 
1）図 1－2に示した対象者の座席の数値を指す。 
2）ビデオカメラの固定位置と対象者の着席場所との距離を指す。 
3）カーテンにより自然光が遮断されている状態を陰有とした。 
4）ビデオカメラが向いた方向の中心線とビデオカメラから対象者を結ぶ直線に挟まれる角度
を示す。時計回りと時計と反対回りの区別はしないものとした。 
5）咀嚼行動は咀嚼時間と咀嚼回数を示し、咀嚼行動の解析ができたかを評価する。 
 
 
 
1 3 150 背側 無 31 可
8 3 180 腹側 無 53 可
9 3 240 腹側 無 35 可
37 3 250 側方 無 43 可
38 3 310 側方 無 34 可
48 3 470 側方 無 31 可
14 2 600 腹側 無 13 可
31 2 320 側方 無 2 可
32 2 260 側方 無 18 可
36 2 260 側方 無 58 可
41 2 210 側方 無 10 可
46 2 540 側方 有 9 可
49 2 510 側方 有 37 可
50 2 360 側方 無 64 可
51 2 420 側方 無 39 可
52 2 160 側方 有 46 可
7 2 1280 背側 有 25 不可
咀嚼行動の解析
の可不可5）
対象者の着
席番号1）
観察回数
距離
（cm)2)
自然光が
照らしてい
る対象者
の場所
カーテンの
陰の有無3)
ビデオカメラ
が映す方向と
対象者の位
置を示す水平
角（度）4）
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2）単数回の観察によるビデオカメラ設置条件 
単数回の観察結果を表 1－4 に示した。対象者の着席番号 6、29 については
異なるビデオカメラで撮影した結果を示した。23 名に対して咀嚼時間と咀嚼
回数の測定を行った。23 名のうち咀嚼時間と咀嚼回数の測定ができなかった
対象者は 1 名、咀嚼時間と咀嚼回数の測定が可能であった対象者は 22 名であ
った。 
（1）ビデオカメラと対象者との距離 
 ビデオカメラと対象者との距離は 1260 cm の場合には咀嚼時間と咀嚼回数
の解析ができなかった。270 cm、300 cm、320 cm、330 cm、340 cm、360 cm、
370 cm、380 cm、450 cm、480 cm、490 cm、500 cm、510 cm、530 cm、
550 cm、600 cm、610 cm、1000 cmの場合には咀嚼時間と咀嚼回数の解析が
できた。 
（2）自然光に照らされている対象者の部位 
自然光の状態については、対象者の背側に自然光が当っている状態、対象者
の腹側から自然光が当たっている状態、対象者の側方から自然光が当たってい
る状態の 3 種類に分類した。対象者の背側に自然光が当っている状態は 3 名、
対象者の腹側から自然光が当たっている状態は 2名、対象者の側方から自然光
が当たっている状態は 18 名であった。咀嚼時間と咀嚼回数の解析ができなか
った者は 1名であり、対象者の側方から自然光が当たっている状態であった。 
（3）カーテンによる陰の有無 
着席番号 41、50 はカーテンの陰があるにもかかわらず解析が可能であった。
着席番号 51 ではカーテンの陰がなかったが解析できなかった。着席番号 7 と
ビデオカメラの距離は 1260 cm であった。 
（4）ビデオカメラが映す方向と対象者の位置を示す水平角 
ビデオカメラが映す方向と対象者の位置を示す水平角は 0 度、8 度、10度、
20度、25度、27 度、30 度、32度、35度、44 度、45度、50度、55 度で解
析が可能であった。着席番号 51では水平角が 50度で解析ができなかった。 
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表 1－4 単数回観察によるビデオカメラ設置条件 
 
1）図 1－2に示した対象者の座席の数値を指す。 
2）ビデオカメラの固定位置と対象者の着席場所との距離を指す。 
3）カーテンにより自然光が遮断されている状態を陰有とした。 
4）ビデオカメラが向いた方向の中心線とビデオカメラから対象者を結ぶ直線に挟まれる角度
を示す。時計回りと時計と反対回りの区別はしないものとした。 
5）咀嚼行動は咀嚼時間と咀嚼回数を示し、咀嚼行動の解析ができたかを評価する。 
 
 
 
2 610 背側 無 25 可
6 530 背側 無 8 可
6 600 背側 無 27 可
10 300 腹側 無 8 可
12 480 腹側 無 0 可
15 490 側方 無 35 可
16 550 側方 無 45 可
20 340 側方 無 30 可
22 380 側方 無 32 可
26 380 側方 無 25 可
29 360 側方 無 30 可
29 500 側方 無 50 可
34 380 側方 無 25 可
35 320 側方 無 35 可
36 510 側方 無 44 可
39 370 側方 無 25 可
41 1000 側方 有 20 可
42 270 側方 無 32 可
43 330 側方 無 10 可
44 450 側方 無 50 可
50 450 側方 有 55 可
52 480 側方 無 30 可
51 1260 側方 無 50 不可
対象者の
着席番号1）
距離
（cm)2)
自然光が
照らしてい
る対象者
の場所
カーテンの
陰の有無3)
ビデオカメラ
が映す方向と
対象者の位
置を示す水平
角（度）4）
咀嚼行動
の解析の
可不可5）
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4．考察 
第 3節では、複数回の観察により再現性を明らかにするために、ビデオカメ
ラにより咀嚼行動の観察が可能である機器の設置条件を検討した。 
1）ビデオカメラ設置条件ごとの観察の再現性の検討 
咀嚼時間と咀嚼回数が測定できなかったビデオカメラと対象者との距離は、
2回計測の結果から 1280cm であった（表 1－3）。一方で、咀嚼時間と咀嚼回
数が測定できたビデオカメラと対象者との距離は、2回もしくは 3 回の解析結
果から最小 150 cm、最大 600 cmであった。ビデオカメラと対象者との距離
は 150 cmから 600 cmの範囲で咀嚼時間と咀嚼回数の測定が可能であったこ
とを複数回の観察で確認した（表 1－3）。1995年の先行研究では、ビデオカ
メラと対象者の距離が 400 cm以内で画像が解析できたと報告されていた 1）。
撮影機器の精度が年々向上していることを考えると 19）、年々最新のビデオカ
メラを用いれば撮影範囲が広がることが予想できる。今回の調査で用いたビデ
オカメラは 2010年 6月に購入したデジタルカメラとデジタルハイビジョンビ
デオカメラ（DMC-ZX3 Lumix 1410万画素、パナソニック、日本、
HDC-TM60 211 万画素、パナソニック、日本）であった。2010 年 6月現在
で以上のビデオカメラを用いて咀嚼時間や咀嚼回数を解析できない距離は
1280 cm、解析できる距離は 150 cmから 600 cmで再現性があることが示唆
された。600 cm から 1280 cmまでの距離については複数回で検討していない
が、600 cm、610 cm、1000 cm については 1回の観察による咀嚼時間と回数
の解析が可能であった（表 1－4）。現在のビデオカメラの性能を考えると、ビ
デオカメラと対象者の距離は 1000 cmまでは咀嚼時間や咀嚼回数の計測は潜
在的に可能である。しかし、咀嚼時間や咀嚼回数、あるいは行動観察において
ビデオカメラと対象者の距離は 600 cm程度であれば再現性をもって計測が可
能であると考えられる。 
自然光に照らされている対象者の部位については、背側、腹側、側方のいず
れの状態でも解析が可能であった（表 1－3）。また、カーテンの陰の有無につ
いては、距離が 510 cm、540 cmの場合には、カーテンの陰があるにもかかわ
らず解析可能であった（表 1－3）。解析ができなかった条件については、いず
れもビデオカメラと対象者との距離が1280 cmあるいは1260 cmであった（表
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1－3、1－4）。ビデオカメラと対象者との距離を考慮にいれると、自然光に照
らされている対象者の部位やカーテンの陰の有無は行動観察に影響を与えて
いない可能性が高い。以上より、自然光の状態とカーテンの陰の有無について
は解析可能な距離の場合には、再現性には影響しない可能性が示唆された。    
ビデオカメラが映す方向と対象者の位置を示す水平角については 25 度で咀
嚼時間や咀嚼回数が 2回とも解析できなかった（表 1－3、着席番号 7）。しか
し、この観察はビデオカメラと対象者との距離が 1280 cm であった。そのた
め、咀嚼時間や咀嚼回数の計測ができなかった主な理由は、ビデオカメラと対
象者との距離であり、ビデオカメラが映す方向と対象者の位置を示す水平角が
要因ではないと考えられる。2 度から 64 度までであれば信頼できるものと考
えられた。 
生活の中での食事中の咀嚼時間と咀嚼回数をビデオカメラで観察する場合
には、距離は最小 150 cm から最大 600 cmの範囲、角度は 2度から 64 度の
範囲であれば再現性をもって観察が可能であることが示唆された。 
 
2）単数回の観察によるビデオカメラ設置条件の検討 
単数回の観察において、ビデオカメラと対象者との距離が 270 cmから 1000 
cmまでの場合は解析可能であったが、1260 cmの距離（着席番号 51）では解
析ができなかった（表 1－4）。 
対象者の側方から自然光が当たっている状態で観察された者は 18 名であり、
そのうち 1名は咀嚼時間や咀嚼回数の解析ができなかった（表 1－4）。この 1
名の撮影は、ビデオカメラと対象者との距離は 1260 cmであった（表 1－4、
着席番号 51）。自然光の状態については、解析可能な距離であれば、対象者の
背側や腹側、側方のどの方向から当たっている状態でも画像解析が可能であっ
た。画像解析が可能な条件は、自然光の条件よりも、ビデオカメラと対象者と
の距離に影響されると考えられた。 
また、カーテンにより直接光が遮断されている状態にもかかわらず 2名で画
像の解析が可能であった（表 1－4）。先行研究ではカーテンが引かれた状態で
はカーテン無しの場合に比べ、日射侵入率が約 67%抑えられると報告されてい
る 25）。咀嚼時間や咀嚼回数をビデオカメラで観察する場合、カーテンによる
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陰で日射侵入率が 67%減っても、昼の時間帯で晴天の場合の光量では問題にな
らないことが示唆された。 
ビデオカメラが映す方向と対象者の位置を示す水平角については 50 度で咀
嚼時間や咀嚼回数が測定できなかった（表 1－4、着席番号 51）。この着席番号
51の観察ではビデオカメラと対象者との距離が 1260 cmであった。そのため、
咀嚼時間や咀嚼回数の計測ができなかった理由は、ビデオカメラと対象者との
距離であり、ビデオカメラが映す方向と対象者の位置を示す水平角が要因では
ないと考えられる。0 度から 55 度までであれば解析できるものと単数回の観
察によって示された。 
 
3）ビデオカメラ設置条件 
本調査では遮りにより撮影画像が途切れた対象者 33 名を解析から除外した。
遮りの原因は他対象者や施設スタッフであった。ビデオ観察法で観察する場合
には障害物に対する配慮が必要であることが報告されている 24）。また、ビデ
オカメラに対して反対側を向いていたため咀嚼の映像が確認できなかった者8
名を解析から除外した。生活の中での食事を撮影しその行動を観察するために
は、研究目的に応じて一定の対象者数が必要になる。食事開始から終了までの
時間帯で連続的に観察することを目的とする場合には、対象者やスタッフなど
の動線を考えること、対象者がビデオカメラに対して背中を向けて座らないよ
うにビデオカメラを設置することが重要であることが示唆された。  
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第 4節  咀嚼行動を観察するための観察者間および観察者内 
誤差の検討 
 
1．目的 
ビデオ観察法は画像を観察して結果を得る方法であるため、観察する者によ
って観察結果が異なることが予想される。そのため観察者条件を考慮すること
が必要である 23）。観察者の条件には、異なる観察者間で同一の被観察者を観
察した測定値の間に生じる観察者間の誤差と同一の観察者による複数回の測
定値の間に生じる観察者内の誤差とがある。観察者の条件については、椅子か
らの立ち上がり時間 26）や上腕や下肢の屈曲角度の観察 23）が報告されている。
しかし、咀嚼行動を観察する際の観察者条件については報告されていない。ビ
デオ観察法による動作解析は人的介在による分析のため高い信頼性を得る必
要がある 26）。 
そこで第 4節では、ビデオ観察法を用いて咀嚼行動を観察するための観察者
条件を明らかにすることを目的として、観察者間および観察者内の誤差を検討
した。 
 
2．方法 
1）ビデオカメラを用いて撮影した画像の数値化  
2010 年 7 月 9 日（金）の昼食時に序論 9 頁に示した養護老人ホームの食堂
で、デジタルハイビジョンビデオカメラ（以下、ビデオカメラとする）を使用
し撮影した。ビデオカメラの設置条件である高さと被観察者との距離は、それ
ぞれ筆者の先の研究で 27）で再現性を得た高さ 110 cm、距離 250 cm～320 cm
とした。高齢者が席に着いて食事を開始し退席するまでを連続して撮影した。
観察方法や観察項目の数値化の方法は第 1 章 2節で述べたとおりである。本節
では観察者 2 名が咀嚼時間と咀嚼回数を数値化することが可能であった 4 名
（男性 1 名、女性 3名、平均年齢±標準偏差：77 ± 3歳）を被観察者とした。 
2）観察者間誤差の測定 
観察者は 46歳と 22歳の女性 2 名で、2 名ともに練習用の撮影画像を用いて
咀嚼時間と咀嚼回数を 2 回計測した後に本節のモニター画像の観察を行った。
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2名とも本練習以前にはビデオ観察の経験を有していなかった。観察者 2名が
被観察者 4名を観察して、咀嚼回数と咀嚼時間を測定した。 
3）観察者内誤差の測定 
観察者は 46 歳の女性 1 名で、観察者が被観察者 4 名を 3 回ずつ観察して、
咀嚼時間と咀嚼回数を測定した。 
4）統計処理 
測定値の誤差を評価する方法に級内相関係数（Intraclass Correlation 
Coefficient：ICC とする）がある 23、28）。ICC は平均や分散の特性を利用する
分散分析の結果を利用する測定値の誤差を示す指標の 1 つであり 28）、分散分
析表を利用し偏差平方の情報が保存されるため信頼性の危険率を低く見積も
ることがないとされている 28）。本節では観察者間の誤差には ICC を用い、観
察者内の誤差には一元配置分散分析ならびに ICC を用いて検討した。統計処
理には統計解析ソフト SPSS 19.0J for Windows（IBM 社）を用いた。 
 
3．結果 
咀嚼時間と咀嚼回数の測定結果を表 1－5に示した。 
観察者内の誤差を一元配置分散分析で検討した結果、平均値に有意な差を認
めなかった。 
表 1－5 咀嚼時間と咀嚼回数の測定結果 
 
観察者A B 2名が被観察者1～4の4名を1回測定した咀嚼時間と咀嚼回数の結果を示した。 
＊観察者B 1名が 3回測定した咀嚼時間と咀嚼回数の平均±標準偏差を指す。 
1回目 A
1回目
2回目
3回目
B 3回の平均±標準偏差* 495 ± 22 840 ± 12 827 ± 22 396 ± 1
1回目 A
1回目
2回目
3回目
B 3回の平均±標準偏差* 497 ± 37 794 ± 12 862 ± 9 413 ± 5
395
396
835
410
B
B
878
832
観察者
1 2 3 4
485
480
咀嚼時間（秒）
咀嚼回数（回）
520
485
792
844
872
539
478
801 389
419
411808
787
860
854
被観察者
473
539
922
787
395
396
854
802
836
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観察者間と観察者内の ICC と ICC の信頼区間を表 1－6 に示した。観察者
間の咀嚼時間の ICC（2、4）は 0.985、咀嚼回数の ICC（2、4）は 0.922、観
察者内の咀嚼時間の ICC（1、4）は 0.995、咀嚼回数の ICC（1、4）は 0.992
であった。 
 
表 1－6 観察者間と観察者内の咀嚼時間と咀嚼回数の級内相関係数 
 
 
 
4．考察 
行動観察を行うにあたって、ビデオ観察法を用いて行動を観察して、その行
動を評価するには観察者間の誤差を記述することが必要である。第 4節ではビ
デオ観察法により咀嚼時間と咀嚼回数を観察する際の観察者間及び観察者内
の誤差を ICCにより示した。 
ICCの判定基準について桑原らは、0.9 以上を優秀、0.8 以上を良好、0.7以
上を普通、0.6 以上を可能、0.6 未満を再考とし 29）、Landis らは 0.81～1.00
を almost perfectとし、0.61~0.80を substantialとし、0.41~0.60をmoderate
とし、0.21~0.40 を fair とし、0.0~0.20を slightとしている 30）。 
観察者間と観察者内の咀嚼時間と咀嚼回数の ICC はともに 0.9 以上であっ
た。観察者間の咀嚼時間の ICC（2、4）は 0.985、咀嚼回数の ICC（2、4）は
0.922と高かったことから、ビデオ観察法を用いた咀嚼時間と咀嚼回数の観察
における観察者間の違いは大きくないことが示唆された。観察者間の誤差は、
単純な行動の場合には観察者間の一致が高くなりやすい 31）。本調査で観察者
間の誤差を検討した咀嚼時間と咀嚼回数は、観察者間で再現性がとれた時間と
下顎下縁の上下の動きを数値化した。数値化の際に個人の経験や訓練によって
下限値 上限値
咀嚼時間 0.985 0.794 0.999
咀嚼回数 0.922 0.553 0.995
咀嚼時間 0.995 0.972 1.000
咀嚼回数 0.992 0.958 0.999
観察者間
観察者内
ICC　95%信頼区間
級内相関係数
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影響される要因が少ないため咀嚼時間と咀嚼回数は単純な行動の観察と言え
るであろう。練習用の撮影画像を用いて数値化を 2回程度練習した観察者であ
れば、1名で測定しても、咀嚼時間と咀嚼回数をビデオ観察法で評価できると
考えられた。しかし観察者間信頼性の高さは咀嚼時間と咀嚼回数に限定される
可能性が高いため、咀嚼時間や咀嚼回数以外の咀嚼行動の観察には改めて観察
者間の比較が必要である。 
本調査の観察者内の ICC（1、4）は咀嚼時間 0.995、咀嚼回数 0.992 と高く、
4回の観察結果は咀嚼時間と咀嚼回数ともに一致したことが示唆された。観察
者内信頼性については、観察内容のカテゴリーが少ない場合、あるいはカテゴ
リーの定義が明確である場合、推論の必要性が少ない場合に、観察内容の再現
性が高くなることが報告されている 32） 。本調査において観察者内の観察結果
の一致度が高かったのは、観察カテゴリーとして咀嚼時間では時間、咀嚼回数
では顎の上下運動数と少なく、定義が明確であり推論の必要性が少ないことで
あったためと考えられた。咀嚼時間と咀嚼回数の観察者内の測定誤差が小さか
ったことから、1 名で測定しても再現性が高いことが示唆された。しかし、咀
嚼時間と咀嚼回数以外の観察内容のカテゴリーが多い場合やカテゴリーの定
義があいまいな咀嚼行動の観察の評価には、改めて観察者内の測定誤差の検討
が必要である。 
本節で観察者間と観察者内の誤差を検討した結果から、ビデオ観察法を用い
て咀嚼時間と咀嚼回数を観察する際には、誤差が少なくて精度が高い値が観察
者 1名による 1 回の測定で得られることが示唆された。 
 
第 1章のまとめ 
 咀嚼行動を実証的に観察し評価する方法はこれまでに確立されていなかっ
た。本章の第 1節ではビデオ観察法による観察が生活の中での食行動を観察す
るために有用であること、第 2節では下顎の動きと咀嚼時間の観察をビデオカ
メラで行うためには、ビデオカメラと観察対象者との距離 150～1000 cｍ、ビ
デオカメラの設置高さ 70～160 cm、カーテンで遮光されない明るさ、撮影を
遮る障害物への配慮の必要性が設置条件となること、第 3節では生活の中での
食事中の咀嚼時間と咀嚼回数をビデオカメラで観察する場合には、距離は最小
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150 cmから最大 600 cmの範囲、角度は 2 度から 64 度の範囲であれば再現性
をもって観察が可能であること、第 4節ではビデオ観察法を用いて咀嚼時間と
咀嚼回数を観察する際には、誤差が少なくて精度が高い値が観察者 1名による
1回の測定で得られることが示唆された。 
本章では、咀嚼行動の観察を行いその行動を評価するのにビデオ観察法が有
用であることが見出された 24、27）。そこで本論文では食行動の観察にビデオ観
察法を用いることとし、第 2章以降はビデオ観察法を用いて研究を進めること
とした。 
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第 2 章 養護老人ホームに入所している高齢女性と 
20 歳代女性との咀嚼行動の比較 
 
1．目的 
高齢者では咀嚼障害や咀嚼能力が低下することにより栄養状態が不良とな
る可能性が高い 1~4）。成人期のヒトを対象とした研究では「早食いである」、「よ
く噛まない」、「よく噛めない」は肥満（過栄養）と関連することが報告されて
いる 5）。高齢者と咀嚼機能が低下していない 19～43 歳の成人とでは咀嚼行動
が異なることが示唆されている 6）ため、高齢者と成人期のヒトとの咀嚼行動に
は差があることが推測できる。また、相違点を見出すことで高齢者の咀嚼の問
題点が抽出できる可能性がある。しかし、高齢者の咀嚼行動との相違について
の報告はほとんどない。 
そこで第 2章ではビデオ観察法 7～9）を用いて、高齢者の咀嚼行動の特徴を明
らかにするために、高齢女性と成人女性との咀嚼行動の比較を行った。 
 
2．方法 
咀嚼運動には性差があるため 10、11）、観察対象者を全員女性とした。そのう
ち、同一の献立を喫食し、自分で摂食でき、日常生活動作が自立していること
を条件とし、脳血管障害や慢性関節リウマチなどの身体機能障害や摂食嚥下障
害、重度の認知症でないことを施設の看護記録で確認できた高齢女性 10名（年
齢 75～87歳、平均年齢 79±4歳 全員女性）（以下、高齢者群とする）とした。
対照群には、K女子大学管理栄養士養成課程 4 年生 84名のうち、生活習慣病
および未処置の齲歯がないことを自己の申し出から確認できた者で、研究参加
の同意が得られた年齢が 20歳代の女性 9 名（全員年齢 21歳、大学生、女性）
（以下、若年者群とする）とした。義歯を含む歯数である機能歯数の平均歯数
に差がない場合には、高齢者群と 20 歳代正常咬合者の咬合状態には有意差が
ないという先行研究があることから 12）、本調査では若年者群では有歯数 28～
32本、高齢者群では機能歯数 28本以上の者とした。高齢者群の機能歯数の内
訳を表 2－1に示した。 
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表 2－1 高齢者群の義歯と現在歯数の状況 
 
＊歯科健診データからの情報、本人からの聞き取りを行い、研究者が口腔内の確認を行った。 
＊対象者 10名はすべて機能歯数（現在歯数と義歯を含むもの）が 28本以上であった。 
 
 
ビデオ観察法は第 1 章 22 頁で述べたとおりである。撮影時のビデオカメラ
の設置条件と摂食した献立の食材および食材使用重量（米飯、枝豆ちぎりとた
らこスパゲッティからなる主菜、和風ポテトサラダの副菜、汁物、デザート）
は高齢者群と若年者群とで同じとした。高齢者群を 2010年 7月 9 日（金）昼
食時に養護老人ホームの食堂で、若年者群を 2010 年 10 月 1 日昼食時にK 大
学の調理学実験室内で撮影した。 
高齢者群と若年者群との比較項目は、先行研究 14、15）を参考に、総咀嚼時間
（秒）、総咀嚼回数（回）、咀嚼リズム（秒 / 回）の 3 項目とした。 
高齢者群と若年者群の総咀嚼時間、総咀嚼回数、咀嚼リズムについて平均値
を対応のない t‐検定を用いて、さらに、高齢者群と若年者群の各々の総咀嚼
時間と総咀嚼回数の関連を Pearson の相関係数により解析した。統計学的な
有意水準は 5％とした。統計処理には統計解析ソフト SPSS19.0J for Windows
（IBM社）を用いた。 
本章は、愛知きわみ看護短期大学研究倫理委員会の承認を受けた後、高齢者
施設の施設長およびスタッフに、研究の目的、研究方法を説明し、同意を得た。
その後、養護老人ホームに入所している高齢者および K 女子大学管理栄養士
養成課程 4年生の学生に対して、研究の目的、研究参加の自由、研究不参加に
よる不利益がないこと、匿名性の保持、調査結果の公表などについて口頭で説
明し、調査協力への同意を得て実施した。 
人数（人）
（n ＝10）
義歯無 1
部分義歯 1
11～19本 部分義歯 3
1～10本 部分義歯 1
0本 総義歯 4
現在歯数 義歯の有無
20本以上
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3．結果 
1）高齢者群と若年者群との総咀嚼時間、総咀嚼回数、咀嚼リズムの比較 
 高齢者群と若年者群の総咀嚼時間、総咀嚼回数、咀嚼リズムの平均値を比較
した結果を表 2－2 に示した。高齢者群は若年者群と比較して、総咀嚼時間は
有意に短く（p<0.05）、総咀嚼回数は有意に少なく（p<0.05）、咀嚼リズムは
有意に長かった（p<0.05）。 
 
表 2－2 高齢者群と若年者群の総咀嚼時間、総咀嚼回数、咀嚼リズム 
 
数値は平均値±標準偏差を示す。 
p値：高齢者群と若年者群とのｔ－検定による危険率 
 
 
 
2）総咀嚼時間と総咀嚼回数の関係 
 総咀嚼時間と総咀嚼回数の関係を図 2－1 に示した。高齢者群では有意に相
関を認めた（r=0.86、p=0.001）が、若年者群では相関を認めなかった（r=0.49、
p=0.18）。 
 
項目 高齢者群（n =１０) 若年者群（n =9） p値
総咀嚼時間（秒） 767±251 1164±148 <0.001
総咀嚼回数（回） 650±213 1538±317 <0.001
咀嚼リズム（秒/回） 1.2±0.2 0.8±0.2 <0.001
0
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若年者群
r=0.49,p=0.18
図 2－1 総咀嚼時間と総咀嚼回数の関係 
 
47 
 
4．考察 
第 2章ではビデオ観察法 7～9）を用いて、高齢者の咀嚼行動の特徴を明らかに
するために、高齢女性と成人女性との咀嚼行動の比較を行った。 
1）高齢者群と若年者群との総咀嚼時間、総咀嚼回数、咀嚼リズムの比較 
総咀嚼時間については、高齢者群は有意に短かった。アーモンドを用いた先
行研究では食品が細片化された場合には咀嚼時間が短いと報告されている 16）。
本調査では高齢者と若年者の献立と献立重量を同じとしたが物理的柔らかさ
や食材の切断体積について検討を加えていない。施設の食事は在宅の食事より
も長時間加熱し柔らかく調理し、食べやすいように細かく切るなど調理操作に
注意が払われている 17）ため、今回の調査で高齢者群に提供されていた特別養
護老人ホームの給食は高齢者向けに柔らかく細かく調理されていた可能性が
高く、総咀嚼時間の相違は献立の物理的相違である可能性が考えられる。しか
し一方で、咀嚼時間が短いと食べ物をよく咀嚼しないうちに飲み込んでいると
されていることから 18）、本調査の対象者である高齢者は十分に咀嚼しないで
飲み込んでいた可能性もある。本調査の高齢者群において総咀嚼時間が短かっ
たことが、咀嚼が十分でないことに影響されるのか、摂食する食品の物理的な
相違に影響されるのかを断定することはできないが、本調査の対象施設である
養護老人ホームではアーモンドのような堅い食品は献立を構成する食材に使
用されていないことから、本調査の高齢者は十分に咀嚼しないで飲み込んでい
たと考えられる。十分に咀嚼しないで飲み込む咀嚼を粗咀嚼と言い、粗咀嚼は
不健康な生活習慣と関連があるため是正すべき咀嚼であることが報告されて
いる 19）。今回の調査では高齢者は若年者と比較すると十分に咀嚼しないで飲
み込む咀嚼行動であった可能性があり、不健康な生活習慣につながる可能性が
示唆された。 
先行研究では、高齢者の歯数が若年者より少ない場合には、高齢者は若年者
より低い咀嚼能力を咀嚼時間や咀嚼回数を増やして対応すると報告されてい
る 5）。本調査では高齢者と若年者の機能歯数を同じとしたが、高齢者の咀嚼時
間と咀嚼回数は若年者より少なかったため、機能歯数が同じ場合には、高齢者
は若年者より咀嚼回数が少なくなる可能性が示唆された。咀嚼回数が少ないこ
とは早食いの原因となる 20）とされ、さらに高齢者が早食いであることは食べ
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方において「よく噛まない」や「よく噛めない」という問題がある 21）ため、
機能歯数が若年者と同じ高齢者の咀嚼には早食いという問題がある可能性が
推察された。 
咀嚼リズムは、高齢者群が若年者群より有意に長かった。本章では、咀嚼リ
ズムは総咀嚼時間（秒）を 総咀嚼回数（回）で除した数値である咀嚼 1 回の
口の開閉時間とした。先行研究では高齢者の開閉口速度が若年者より遅いこと
が報告され、その理由は老化そのものと歯の欠損あるいは義歯の使用が影響し
ていることが要因であると考察されている 20）。本調査の高齢者は若年者と同
じ機能歯数であったため、歯の欠損ではなく、舌の運動機能の低下や唾液分泌
の低下、口腔感覚の鈍化などの老化そのものと義歯の使用が咀嚼リズムに影響
した可能性が考えられる。義歯を使用する場合、不適合な義歯の装着は義歯が
外れたり、痛みにより口唇の動きや咀嚼時の口唇運動のばらつきが大きくなる
という報告がある 22）。本調査の高齢者の咀嚼リズムが長かったのは、不適合
な義歯の使用により、口元や頬のかみ合わせの筋肉のバランスが崩れたり萎縮
などの咀嚼筋以外の咀嚼に関わる器官の運動が影響した可能性がある。 
早食いには噛む回数が少ない場合と咀嚼リズムが短い場合がある 20）。本調
査の高齢者の咀嚼リズムは若年者群より有意に長かったことから、本調査の高
齢者の早食いは噛む回数が少ないことに起因すると思われた。義歯を用いて機
能歯数を一定に保つことは、咀嚼リズムが短い早食いを防ぐことはできるが、
咀嚼回数が少ない早食いという問題は改善できないことが示唆された。 
 
2）総咀嚼時間と総咀嚼回数の関係 
総咀嚼時間と総咀嚼回数との関係は、高齢者群では有意に正の相関を認め、
若年者群では相関を認めなかった。この結果は、高齢者では咀嚼回数が増える
と咀嚼時間が増加し、若年者では個人により咀嚼回数と咀嚼時間との関係に差
があることを示している。今回の調査で得られた高齢者の咀嚼時間と咀嚼回数
との相関は、高齢者に特有である可能性が高く、高齢者の粗咀嚼や早食いを改
善するためには咀嚼時間を延伸することが有効であることを示していると考
える。今後、高齢者の粗咀嚼や早食いを改善するためには、咀嚼時間を延伸す
る方法を検討し、咀嚼回数への影響を明らかにしていくことが必要であると思
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われる。 
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第 3 章 早食いを認識している人とそうでない人との 
食事時間および咀嚼回数の相違―養護老人ホームに
入所している高齢者を対象としたビデオ観察法によ
る研究― 
 
1．目的 
第 2 章で高齢者の食べ方の特徴は、十分に咀嚼しないで飲み込む粗咀嚼と、
噛む回数が少ない早食いである可能性を見出した。 
早食いは健康の増進に負の影響を与える食行動の一つとされている。すなわ
ち、早食いは、若年者や成人では内臓脂肪型肥満に関与していること 1）、糖尿
病を含む耐糖能異常発症のリスクファクターであること 2）、血清脂質値を上昇
させること 3）、メタボリックシンドロームの原因となる食行動であること 4）
が、高齢者では窒息や誤嚥や誤嚥性肺炎の原因の一つであることが報告され 5）、
どの世代においても健康のリスク要因である。 
早食いを評価した研究 1～4）では早食いか早食いでないかは、調査対象者が自
分自身を早食いであると認識している自己認識を基準とし評価されている。自
分が早食いであるという自己認識は、「全体の食事時間が短い」、「一口食べて
から次の食べ物を口にするまでの時間が短い」、「咀嚼回数が少ない」ことで判
断していると報告されている 6）。しかし、実験的な環境下では、実際の食事時
間が短かった者のうち女子では75％が自分を早食いであると認識していたが、
男子では 53％しか認識していないことが報告されており 7）、食事時間が短い
にもかかわらず自分が早食いであることを認識していない者が存在した。 
早食いは健康のリスク要因であるため、早食いを改善することは健康の維持
増進に有効であると思われる。早食いの自己認識がある人の日常生活における
実際の食べ方の特徴が明らかになれば、早食いを改善するための具体的な方法
を示すことができる。しかし、早食いの自己認識がある人の食べ方の特徴につ
いての研究はほとんどない。 
本論文は、高齢者の咀嚼行動に焦点をあてて研究を進めているため、第 3 章
では早食いの自己認識がある高齢者の食べ方の特徴を見出すことを目的とし
て、早食いを認識している高齢者とそうでない高齢者との食事時間および咀嚼
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回数との相違を調査した。 
 
2．研究方法 
早食いの自己認識は、第 1章第 3節で述べた 7月 9日（金）に観察した 100
名に対し看護師の資格を有する調査者が聞き取り調査を行い、「あなたは早食
いですか」の質問に対して「早食い」、「やや早食い」、「どちらでもない」、「や
や遅食い」、「遅食い」からひとつを選択してもらった。そのうち回答協力を得
ることができた 96 名から回答を得た。食べ方の特徴は、第 1 章 22 頁で述べ
たビデオ観察法 8）を用いて生活の中での食事中の食事時間や咀嚼回数の数値
から評価した。聞き取り調査を実施した 96 名の中でビデオ観察法により測定
項目を数値化できた人は 24 名（平均年齢±標準偏差 78±5 歳、男性 5 名、
女性 19 名）で、この 24名を解析対象者とした。ビデオ観察法により数値化し
た項目は、総摂食時間（秒）、総咀嚼時間（秒）、総咀嚼回数（回）、咀嚼リズ
ム（秒 / 回）、運搬回数（回）、一口口中時間（秒）、一口咀嚼回数（回）、一
口口中重量（g）とした。当日の献立は表 3－1に示す通りであった。 
 
表 3－1 調査日の献立名とその重量 
 
＊お茶は自由摂取とした。 
 
 
解析対象者 24 名を早食い群と非早食い群の 2 群に分類した。早食い群は、
早食いの自己認識について聞き取り調査した結果が「早食い」、「やや早食い」
と回答した人、非早食い群は「どちらでもない」、「やや遅食い」、「遅食い」と
回答した人とした。総摂食時間、総咀嚼時間、総咀嚼回数、咀嚼リズム、運搬
品目 重量（g）
米飯 60
枝豆ちぎり 82
たらこスパゲッティ 37
和風ポテトサラダ 82
汁物 31
デザート 50
お茶＊ ―
総重量 342
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回数、一口口中時間、一口咀嚼回数、一口口中重量の 2群の平均値を対応のな
いｔ-検定を用い比較した。値は平均値±標準偏差で示した。また、早食いの
自己認識の有無を目的変数とし、総摂食時間、総咀嚼時間、総咀嚼回数、咀嚼
リズム、運搬回数、一口口中時間、一口咀嚼回数、一口口中重量を独立変数と
してステップワイズ法で判別分析を行った。統計学的な有意水準は5％とした。 
本章は、愛知きわみ看護短期大学研究倫理委員会の承認を受けた後、高齢者
施設の施設長及びスタッフに、研究の目的、研究方法を説明し、同意を得た。
その後、養護老人ホームに入所している高齢者に対して、研究の目的、研究参
加の自由、研究不参加による不利益がないこと、匿名性の保持、調査結果の公
表などについて口頭で説明し、調査協力への同意を得て実施した。 
 
3．結果 
対象者 24 名の早食いの自己認識について聞き取り調査した結果を表 3－2
に示した。「早食い」10名（42%）、「やや早食い」2名（8%）、「どちらでもな
い」2名（8%）、「やや遅食い」1名（4%）、「遅食い」9名（38%）で、早食い
群は 12 名（77.7±5.60歳）、非早食い群は 12名（79.2±5.15歳）であった。 
 
表 3－2 早食いの自己認識の結果 
 
 
 
早食い群と非早食い群の総摂食時間、総咀嚼時間、総咀嚼回数、咀嚼リズム、
運搬回数、一口口中時間、一口咀嚼回数、一口口中重量の平均値を比較した結
果を表 3－3 に示した。総摂食時間は早食い群 645±213 秒、非早食い群 988
±167秒、総咀嚼時間は早食い群 553±175 秒、非早食い群 783±198秒であ
り、総摂食時間、総咀嚼時間ともに早食い群と非早食い群とには有意差を認め
人数（人）
n =24
早食い 10 42
やや早食い 2 8
どちらでもない 2 8
やや遅食い 1 4
遅食い 9 38
自己認識 （%）
表 1 
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た（p=0.0003、p=0.006、表 3－3）。総咀嚼回数、咀嚼リズム、運搬回数、一
口口中時間、一口咀嚼回数、一口口中重量は両群の間に有意差を認めなかった
（p > 0.1）。 
 
表 3―3 自己認識による早食い群と非早食い群の比較 
 
 数値は平均値±標準偏差 
1） 食べ始めから食べ終わりまでの食事時間 
2） 食べ始めから食べ終わりまでの食べ物を咀嚼している持続時間 
3） 食べ始めから食べ終わりまでの下顎下縁の上下の動きの回数 
4） 咀嚼 1回あたりの時間 
5） 料理を口に運ぶ回数 
6） 総咀嚼時間を運搬回数で除して算出した、1 回口に運んで食物が口に入っている時間
（総咀嚼回数 / 運搬回数） 
7） 総咀嚼回数を運搬回数で除して算出した、1口あたりの咀嚼回数（総咀嚼回数 / 運搬
回数） 
8） メニューの重量を運搬回数で除して算出した、1 口あたりの重量（メニューの総重量 
/ 運搬回数） 
9） 早食い群と非早食い群間の危険率（ｔ -検定） 
 
 
 
 
 
 
年齢 78 ± 6 79 ± 5 0.5
総摂食時間（秒）1) 640 ± 217 971 ± 170 0.0005
総咀嚼時間（秒）2) 557 ± 172 800 ± 212 0.006
総咀嚼回数（回）3) 554 ± 193 684 ± 271 0.2
咀嚼リズム（秒/回）4) 1.0 ± 0.3 1.2 ± 0.3 0.4
運搬回数（回）5) 63 ± 26 66 ± 29 0.8
一口口中時間（秒）6) 9.7 ± 3.0 15 ± 12 0.1
一口咀嚼回数（回）7) 9.7 ± 3.8 12 ± 7.7 0.3
一口口中重量（g）8) 7.4 ± 2.5 7.7 ± 3.7 0.8
非早食い群
（n =12）
項目 p値9)
早食い群
（n =12）
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早食いの自己認識に対する判別分析の結果、Wilksのラムダは総摂食時間と
総咀嚼時間で有意となり（p<0.0001、p=0.006、表 3－4）、正準判別関数係数
は総摂食時間のみ算出された（表 3－5）。この際の総摂食時間の境界値は 806
秒であり、判別的中率は 79.2％であった。 
 
表 3－4 早食い自己認識の有無に対する判別分析の結果 
 
数値は平均値±標準偏差 
1） 食べ始めから食べ終わりまでの食事時間 
2） 食べ始めから食べ終わりまでの食べ物を咀嚼している持続時間 
3） 食べ始めから食べ終わりまでの下顎下縁の上下の動きの回数 
4） 咀嚼 1回あたりの時間 
5） 料理を口に運ぶ回数 
6） 総咀嚼時間を運搬回数で除して算出した、1 回口に運んで食物が口に入っている時間
（総咀嚼回数 / 運搬回数） 
7） 総咀嚼回数を運搬回数で除して算出した、1口あたりの咀嚼回数（総咀嚼回数 / 運搬
回数） 
8） メニューの重量を運搬回数で除して算出した、1 口あたりの重量（メニューの総重量 
/ 運搬回数） 
9） 判別分析のWilksのラムダの危険率 
 
 
表 3－5 早食い自己認識の有無に対する影響 
 
1)食べ始めから食べ終わりまでの食事時間 
総咀嚼時間、総咀嚼回数、咀嚼リズム、運搬回数、一口口中時間、一口咀嚼回数、一口口
中重量は削除された。 
判別確率：79.2％    
総摂食時間の境界値：806 秒 
項目 Wilksのラムダ p値9)
総摂食時間（秒）1) 0.566 <0.0001
総咀嚼時間（秒）2) 0.699 0.006
総咀嚼回数（回）3) 0.923 0.1
咀嚼リズム（秒/回）4) 0.969 0.4
運搬回数（回）5) 0.996 0.8
一口口中時間（秒）6) 0.894 0.1
一口咀嚼回数（回）7) 0.948 0.3
一口口中重量（g）8) 1.000 1
項目 正準判別関数係数
総摂食時間（秒）1） 0.005
　定数 -4.131
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4．考察 
第 3 章では早食いの自己認識がある高齢者の食べ方の特徴を見出すことを
目的として、早食いを認識している高齢者とそうでない高齢者との食事時間お
よび咀嚼回数との相違をビデオ観察法を用いて比較した。 
自己認識による早食い群と非早食い群を比較した結果、総摂食時間には有意
差を認めた（p=0.0003）。すなわち、早食い群の食べ始めから食べ終わりまで
の食事時間は非早食い群よりも短いと考えられる。早食いの判断基準を「食事
時間が短い」と述べている先行研究 6）を支持する結果であり、本章においても
食べ始めから食べ終わりまでの時間が短いことで自分が早食いであることを
認識している可能性が示された。判別分析の正準判別関数係数の結果、早食い
の自己認識の有無は総摂食時間で高齢者が判断している可能性がある（表5）。
総摂食時間 806 秒を境界値として早食い群と非早食い群に分類した場合、
79.2％の確率で判別が的中することが示唆された（表 5）。総摂食時間が短い
にもかかわらず自分が早食いであることを認識していない高齢者は本章で実
施した調査の結果では 2割程度にとどまった。 
総咀嚼時間においても早食い群は非早食い群より総咀嚼時間が短く、有意差
を認めた（p=0.006）。咀嚼時間に影響を及ぼす因子には、食品のテクスチャー
や大きさ、呈味などがある 9、10）。本章で提供されている食事は施設の食事であ
ったため献立や形態を把握できた。食事の献立と形態が同じである対象者を抽
出したため、食品のテクスチャーや大きさ、呈味は一様であった。本章では食
品のテクスチャーや大きさ、呈味の影響を削除することができたため、早食い
の自己認識は、咀嚼している時間が短いことが判断基準になっている可能性が
高いと考えられた。 
本章の結果では、総咀嚼回数について早食い群と非早食い群とに差を認めな
かった。軟らかい食事の場合には、咀嚼回数は早食い群と非早食い群で差が出
ないことが報告されている 11）。高齢者施設の食事は通常の食事よりも長時間加
熱し軟らかく調理し、食べやすいように細かく切るなど調理操作に注意が払わ
れている 12）。今回の調査で差が出なかった理由として、食事が軟らかかった
可能性が考えられた。 
運搬回数、一口口中時間、一口咀嚼回数、一口口中重量は、いずれも早食い
表２ 
57 
 
群と非早食い群とに有意差を認めなかった。若年者を対象として試料におにぎ
りを用いた先行研究では、早食いを自覚する人は自覚のない人と比べて一口口
中重量が多かった 13）。本章の結果が先行研究と異なる結果となった理由は、
おにぎりという単独の献立ではなく、複数の献立の組み合わせであり献立数が
異なっていたことが考えられる。高齢者では口腔機能や唾液分泌低下が起こり
やすく 14、15）、嚥下食塊形成に影響する唾液分泌量 14）が若年者より少ない可能
性があるため、調査対象者の年齢が異なっていたことも理由の一つであると考
える。 
今回の調査対象者では、自分が早食いであると認識している高齢者はそうで
ない高齢者より食べ始めから食べ終わりまでの総摂食時間と咀嚼している総
咀嚼時間が短かった（p=0.0003、p=0.006）。咀嚼回数に差はなかったことか
ら（表 3－3）、自分が早食いであると認識する基準は高齢者では食べている時
間や咀嚼している時間であることが示唆された。しかし、総摂食時間と総咀嚼
時間では、自分が早食いであると認識している高齢者とそうでない高齢者との
間で隔たりがあると考えられる（p<0.0001、p=0.006、表 3－4）。 
早食いによる高齢者の誤嚥・食品による窒息などが報告されている 5）。高齢
者の早食いを改善することは高齢者の健康の維持増進において重要である。本
章の結果（表 3－3）から自分が早食いであると認識している高齢者が早食い
を改善するためには、「よく噛む」という咀嚼回数を増やすことより「ゆっく
り時間をかけて食べる」という食事の時間と咀嚼している時間を長くすること
を指導することが有効であると考える。食事時間を長くする方法として、口に
運ぶ回数を意識的に増やすこと 13）、食事中に会話を楽しむ共食者がいること
や生活時間に余裕を持たせること 16）が報告されている。高齢者の早食いを防
止するためには、食べ物を口に運ぶ回数を意識的に増やすこと、食事中に会話
を楽しめるような工夫をすること、食事の時間帯を延長することなどが有効で
あると考える。 
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第 4 章 養護老人ホームに入所している高齢女性に 
おける咀嚼行動と血液生化学値との関連 
 
1．緒言 
早食いは、生活習慣病のリスク要因である中性脂肪、空腹時血糖値と関連が
あることが報告されている 1）。食べる速さは若年層から中年層ではメタボリッ
クシンドローム発症に関わる食行動要因であることが明らかになっている。し
かし、高齢者では食べる速さとメタボリックシンドロームとの関連は低いとも
言われている 2）。 
そこで第 4章では、高齢者の早食いと健康状態との関係を見出すために、咀
嚼行動を指標として血液生化学値を評価した。 
 
2．研究方法 
観察対象者は序論 6 頁で述べた養護老人ホームに入所している高齢者とし、
第 1章 22頁で述べたビデオ観察法 3）を用いて評価できた 28名とした。28 名
は、脳血管障害や慢性関節リウマチなどの身体機能障害や重度の認知症及び摂
食嚥下障害がないことを看護記録で確認できた者である。性差が血液生化学値
に影響を及ぼす可能性があるため、男性 6 名を除外した。また、義歯の本数と
食べる速さとには関係があるため 2）、対象者の機能歯数と総咀嚼時間と総咀嚼
回数との関係を解析した。本章の対象者では、機能歯数により総咀嚼時間と総
咀嚼回数に違いを認めなかったため、本章では義歯を含む機能歯数を考慮しな
いこととした。以上より、解析対象者は最終的に 22 名となった。 
ビデオ観察法での調査項目は、総咀嚼時間（秒）、総咀嚼回数（回）、咀嚼リ
ズム（秒 / 回）、噛む速さ（回 / 秒）とした。また、血液生化学検査（末梢血
液検査、肝機能、血清脂質値、食後血糖値、HbA1c、血清クレアチニン値）の
ビデオ観察実施日から至近日の測定値を看護記録から入手した。測定日は対象
者全員、ビデオ観察の日から 110日未満であった。身長と体重からBMI（kg / 
m2）を算出した。 
まず予備解析として、総咀嚼時間（秒）、総咀嚼回数（回）、咀嚼リズム（秒 
/ 回）、噛む速さ（回 / 秒）の測定値を指標として検討するために、それぞれ
の平均値により高い群と低い群の 2群に分類し、各血液生化学検査結果値の平
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均値の差を対応のない t‐検定を用いて 2 群の差を解析した。予備解析の結果、
噛む速さのみに有意差がある項目を認めたため、本章では噛む速さを咀嚼行動
の指標として検討した。噛む速さは食品のもつテクスチャーよりも被験者のも
つ咀嚼のリズムに起因すること 4）や硬さの異なる食物を咀嚼した時の噛む速
さが一定である 5）と報告されていることから、噛む速さは個人の咀嚼行動の特
徴を反映していると考えられる。 
噛む速さの平均を求め平均値より速い群を、早食い群、遅い群を遅食い群と
した。早食い群と遅食い群の各々の血液生化学検査値の平均値±標準偏差を
Mann-Whitney の検定により解析し、危険率 5％以下を有意とみなした。 
本章は、愛知きわみ看護短期大学研究倫理委員会の承認を受けた後、高齢者
施設の施設長及びスタッフに、研究の目的、研究方法を説明し、同意を得た。
その後、養護老人ホームに入所している高齢者に対して、研究の目的、研究参
加の自由、研究不参加による不利益がないこと、匿名性の保持、調査結果の公
表などについて口頭で説明し、調査協力への同意を得て実施した。 
 
3．結果 
噛む速さを指標とした早食い群と遅食い群における各種パラメーター（平均
値±標準偏差）を表 4－1に示した。早食い群と遅食い群の年齢、体重、BMI
の平均値±標準偏差は、各々80±5 歳と 81±8歳、43.2±8.1 kg と 45.6±10.8 
kg、20.9±2.7 kg / m2と 22.2±4.1 kg / m2であり、早食い群と遅食い群には
有意差を認めなかった。血液生化学検査に関しては、食後血糖値のみ早食い群
（130±45 mg / dL）が遅食い群（101±34 mg / dL）に比して有意に上昇して
いた（p=0.048）。中性脂肪を含むその他のパラメーターでは、両群で有意差を
認めなかった。 
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表 4－1 噛む速さを指標とした早食い群と遅食い群の比較 
 
  数値は平均値±標準偏差 
 
 
4．考察 
 総咀嚼時間や総咀嚼回数、咀嚼リズムは、その値の高低で分類した 2群間に
血液生化学検査結果に差を認めなかった。咀嚼時間や咀嚼回数が短く咀嚼リズ
ムが速い早食いでは、血液生化学の値には差はないものと考えられた。 
 本章の対象者の噛む速さは、早食い群の平均値±標準偏差は 1.1±0.1回 /
秒、遅食い群は 0.7±0.2回 / 秒であった。 
噛む速さを指標として早食い群と遅食い群とを比較した結果、食後血糖値が
早食い群で有意に高かった。食後 2時間血糖値の正常範囲は酵素法を用いての
測定の場合 80 mg / dL以上 140 mg / dL未満である。本章の早食い群の食後
血糖値の平均値は正常範囲内であったが、対象者の個別の結果では、食後血糖
噛む速さ（回/秒） 1.1 ± 0.1 0.7 ± 0.2 <0.001
年齢 80 ± 5 81 ± 8 0.325
体重（kg） 43.2 ± 8.1 45.6 ± 10.8 0.279
BMI（kg/m 2） 20.9 ± 2.7 22.2 ± 4.0 0.188
赤血球（10 4/μ L） 384 ± 41 390 ± 22 0.327
血色素（g/dL） 11.4 ± 1.2 11.3 ± 1.1 0.410
血球容積（％） 36.2 ± 3.3 36.7 ± 3.3 0.378
白血球（/ μ L） 6492 ± 2509 5500 ± 1425 0.130
AST（IU/L) 23.3 ± 6.1 23.6 ± 8.3 0.467
ALT（IU/L) 12.6 ± 4.9 14.3 ± 14.1 0.360
γ ーGPT（IU/L) 24.5 ± 16.7 16.7 ± 5.1 0.074
LDLコレステロール（IU/L) 111 ± 32 97.1 ± 36.3 0.175
HDLコレステロール（mg/dL） 54.3 ± 11.7 48.9 ± 12.4 0.157
中性脂肪（mg/dL） 136 ± 73 96 ± 32 0.053
総コレステロール（mg/dL） 187 ± 33 172 ± 32 0.145
食後血糖値（mg/dL） 130 ± 45 101 ± 34 0.048
HbA1c（％） 5.7 ± 0.5 5.6 ± 0.6 0.233
血清クレアチニン値（mg/dL) 0.7 ± 0.1 0.8 ± 0.3 0.224
項目 p値
          早食い群
           （ n =12）
          遅食い群
           （ n =10）
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値 140 mg / dL以上の者が早食い群では 12 名中 4名、遅食い群では 10名中 1
名であった。糖尿病に関係するHbA1c には有意差を認めなかった。食後高血
糖の状態が継続すると慢性的な高血糖の状態となり、糖尿病と診断されること
があると報告されている 5）。本章での早食い群は食後血糖値が高かったことか
ら、慢性的な高血糖に移行する可能性もあると考えられた。早食いの習慣は、
若年者では内臓脂肪の蓄積を増大させ、内臓脂肪の蓄積はインスリン抵抗性を
ひきおこし、血糖値を高め、メタボリックシンドロームを引き起こすとされて
いる 6）。本章で調査した高齢者の早食い群は食後血糖値が高かったことから、
早食いは高齢者においてもメタボリックシンドロームのリスク要因の一つに
なり得る可能性が考えられた。しかし、高齢者のメタボリックシンドロームに
ついては健康のリスク要因になるという報告 7）とリスク要因ではないという
報告 2、8）があることや、血糖値は食べる順序にも影響され 9）、食後血糖値は唾
液分泌とも相関がある 10）ことから、高齢者の早食いと食後血糖値との関連に
ついては結論つけることはできない。今後調査対象者を増やしてさらなる研究
を行う必要がある。 
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第 5 章 養護老人ホームに入所している高齢者の咀嚼行
動の評価 
 
第2章で高齢女性は十分に咀嚼しないで飲み込んでいることと噛む回数が少
ない咀嚼行動があることをあきらかに可能性を示し、第 3章で早食いの自覚が
ある高齢者は食べ始めから食べ終わりまでの総摂食時間と咀嚼している総咀
嚼時間が短かったことを見出した。第 4章では、高齢者の早食いは窒息や誤嚥
や誤嚥性肺炎の原因というだけではなく食後血糖が高値であることが示され
高齢者においても早食いは健康のリスクになることを推察できた。 
第 4章までの報告では早食いの要因が何かは明らかにされていない。早食い
の要因が明らかになれば、健康を維持増進できる具体的な咀嚼行動を提案でき
る可能性がある。そこで第 5章では養護老人ホームに入所している高齢者の早
食いの要因を見出すために、第 1節では献立に、第 2節では咀嚼時間と咀嚼回
数に着目し検討した。最後にこれらの結果をもとに高齢者の健康を維持増進す
るための咀嚼行動の提案を試みた。 
 
第 1 節 パン食献立とご飯食献立における咀嚼時間と咀嚼回数の 
比較 
 
1．目的 
食品のテクスチャーや大きさは、食品を嚥下するまでの咀嚼時間や咀嚼回数
に影響を及ぼす因子として考えられている 1）ことから、献立の違いは咀嚼時間
や咀嚼回数に影響があることが推察される。。 
先行研究 2～4）では、小学生や女子学生を対象とした献立別の咀嚼行動の報告
があり、献立による咀嚼行動の違いが報告されている。しかし、高齢者を対象
とした報告は見当たらない。献立や食材による違いを見出すことができれば、
高齢者の食事における問題点を見出すことにつながり、献立の工夫ができるも
のと考える。そのため高齢者においても献立の違いと咀嚼時間や咀嚼回数との
関係を見出すことが必要である。 
そこで第 1節では、養護老人ホームに入所している高齢者を対象に、パン食
66 
 
献立とご飯食献立における咀嚼時間と咀嚼回数の違いを明らかにすることを
目的として、ビデオ観察法を用いて検討を行った。 
 
2．方法 
序論 9頁で述べた養護老人ホームの食堂で撮影を行った。ビデオ観察法は第
1章 26頁で述べたとおりである。 
解析対象者は脳血管障害や慢性関節リウマチなどの身体機能障害や重度の
認知症の症状がなく、摂食嚥下障害がないことを看護記録で確認できた者とし、
摂取献立および献立形態が異なっていた者を除外し、さらに、残食があった者、
ビデオ観察法のデータに欠損があった者を除外し、パン食献立日 11 名（男性
2 名、女性 9 名、平均年齢 79±7 歳）、ご飯食献立日 17 名（男性 4 名、女性
13名、平均年齢 78±6歳）とした。 
調査項目は、先行研究 3、4）を参考に総摂食時間（秒）、総咀嚼時間（秒）、総
咀嚼回数（回）、咀嚼リズム（秒 / 回）、運搬回数（回）、一口口中時間（秒）、
一口咀嚼回数（回）、一口口中重量（g）とした。総摂食時間と総咀嚼時間の差
は咀嚼をしていない時間を指す。 
分析方法は 28 名全員を解析対象とし、総摂食時間、総咀嚼時間、総咀嚼回
数、咀嚼リズム、運搬回数、一口口中時間、一口咀嚼回数、一口口中重量の関
連性について、データが間隔尺度であるとみなし正規分布の確認をしたのち
Pearsonの相関係数を算出し検討した。また、パン食献立とご飯献立における
総摂食時間、総咀嚼時間、総咀嚼回数、咀嚼リズム、運搬回数、一口口中時間、
一口咀嚼回数、一口口中重量の平均値の比較には、正規分布が確認されたので
対応のない t‐検定を行い解析した。有意水準は 5％とした。 
本章は、愛知きわみ看護短期大学研究倫理委員会の承認を受けた後、高齢者
施設の施設長及びスタッフに、研究の目的、研究方法を説明し、同意を得た。
その後、養護老人ホームに入所している高齢者に対して、研究の目的、研究参
加の自由、研究不参加による不利益がないこと、匿名性の保持、調査結果の公
表などについて口頭で説明し、調査協力への同意を得て実施した。 
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3．結果 
 28名全員を解析対象とし、総摂食時間、総咀嚼時間、総咀嚼回数、咀嚼リズ
ム、運搬回数、一口口中時間、一口咀嚼回数、一口口中重の関連性について
Pearsonの相関係数を求めた。その結果を図 5－1～図 5－5に示した。総咀嚼
時間と総咀嚼回数（r=0.8、p<0.01）、一口口中時間と一口咀嚼回数（r=0.9、
p<0.01）、一口口中量（r=0.7、p<0.01）において正の相関を認めた。運搬回数
と一口口中時間（r=－0.5、p＝0.003）、一口口中量（r=－0.8、p<0.01）にお
いて負の相関を認めた。それ以外は有意差を認めなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
200
400
600
800
1000
1200
0 500 1000 1500
ご飯
パン
総
咀
嚼
時
間(
秒) 
図 5－1 総咀嚼時間と総咀嚼回数との関係 
r＝0.8 
p<0.01 
総咀嚼回数（回） 
68 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
10
20
30
40
50
60
0 10 20 30 40
ご飯
パン
0
10
20
30
40
50
60
0 5 10 15 20
ご飯
パン
r=0.9 
p<0.01 
図 5－2 一口咀嚼回数と一口口中時間との関係 
 
一口咀嚼回数（回） 
一
口
口
中
時
間
（
秒
） 
図 5－3 一口口中重量と一口口中時間との関係 
一口口中重量（g） 
一
口
口
中
時
間
（
秒
） 
r=0.7 
p<0.01 
69 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
10
20
30
40
50
60
0 50 100 150
ご飯
パン
0
2
4
6
8
10
12
14
16
18
20
0 50 100 150
ご飯
パン
r=－0.5 
p=0.003 
図 5－4 運搬回数と一口口中時間との関係 
r=－0.8 
p<0.01 
図 5－5 運搬回数と一口口中重量との関係 
運搬回数（回） 
一
口
口
中
時
間
（
秒
） 
一
口
口
中
重
量
（g
） 
運搬回数（回） 
70 
 
パン食献立とご飯献立における総摂食時間、総咀嚼時間、総咀嚼回数、咀嚼
リズム、運搬回数、一口口中時間、一口咀嚼回数、一口口中重量の平均値を比
較した結果を表 5－1 に示した。パン食献立とご飯食献立の一口咀嚼回数にお
いて有意差を認めた。 
 
 
表 5－1 パン食献立とご飯食献立の比較 
 
 数値は平均値±標準偏差を示す。 
   1）総摂食時間は食事開始から終了時間をいう。食事開始は口腔内に飲食物が入った時点
をいう。食事終了は全ての摂食行動が終了した時点をいう。 
     2）総咀嚼時間は食べ始めてから食べ終わるまでに食べ物を咀嚼している持続時間をいう。 
     3）総咀嚼回数は下顎下縁の上下の動きの回数をいう。 
     4）咀嚼 1回あたりの時間をいう。 
     5）運搬回数は料理を口に運ぶ回数をいう。 
6）一口口中時間は総咀嚼時間を運搬回数で除して算出した一口あたりの咀嚼時間 
（総咀嚼時間 / 運搬回数）をいう。 
 7）一口咀嚼回数は総咀嚼回数を運搬回数で除して算出した一口あたりの咀嚼回数 
（総咀嚼回数 / 運搬回数）をいう。 
     8）一口口中重量はメニューの総重量を運搬回数で除して算出した一口あたりの重量 
（メニュー総重量 / 運搬回数）をいう。 
9）パン食献立とご飯食献立間の危険率（ｔ -検定） 
 
 
総摂食時間(秒)1） 944 ± 242 781 ± 256 0.1
総咀嚼時間（秒）2） 636 ± 186 699 ± 238 0.4
総咀嚼回数(回)3） 531 ± 233 640 ± 238 0.2
咀嚼リズム（秒/回）4） 1.3 ± 0.4 1.1 ± 0.2 0.1
運搬回数（回）5） 77 ± 93 57 ± 19 0.08
一口口中時間（秒）6） 9 ± 6.0 14.1 ± 9.9 0.06
一口咀嚼回数（回）7） 7.5 ± 7.7 12.3 ± 6.2 0.02
一口口中重量（g）8） 7.1 ± 5.5 7.7 ± 3.3 0.7
p値9）項目
パン食献立
（n =11）
米飯食献立
（n =17）
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4．考察 
本節では、養護老人ホームに入所している高齢者を対象に、パン食献立とご
飯食献立における咀嚼時間と咀嚼回数の違いを明らかにするために、ビデオ観
察法を用いて検討を行った。 
咀嚼時間は長くなるほど咀嚼回数が多く、先行研究 4）を支持する結果であっ
た。本節ではご飯食献立とパン食献立において同様の結果を示しており、主食
の違いによる総咀嚼時間と総咀嚼回数の関係の違いを認めなかった。一方で、
主食の違いが咀嚼時間や咀嚼回数に影響を及ぼすことが報告されている 2）。本
節の調査において主食の違いによる総咀嚼時間と総咀嚼回数の関係の違いを
認めなかった理由として、サンドイッチという主食と主菜が同時に摂取できる
献立であったことが影響していると考えられる。今後、パン単独の主食の場合
を検討する必要がある。 
一口咀嚼回数と一口口中時間との関係については正の相関を認めた。一口の
咀嚼回数が多いほど口内に咀嚼物がとどまっている時間が長かった。咀嚼回数
が多い献立や食物を提供することで咀嚼時間を長くすることができる可能性
が考えられた。 
一口咀嚼回数については、パン食献立では有意に一口の咀嚼回数が少なかっ
たことから、パン食とご飯食という主食の違いによって一口の咀嚼回数に違い
がある可能性が考えられた。この結果は白飯がパンより咀嚼回数が多いと報告
した先行研究 5）を支持した。一口に入れる重量では献立による差は認められな
かったことから、パン食献立の場合は、ご飯食献立の一口の咀嚼回数より少な
い回数で嚥下に至っている可能性が考えられる。穀物系の主食系統は軟らかく、
咀嚼回数が少なくなりやすく、食品の物性が硬い時にはかみ砕いて食べている
人でも軟らかい物では噛む回数が少ないうちに飲み込んでしまう可能性が報
告されている 4）。今回の調査ではサンドイッチで野菜がサンドされていたにも
かかわらず、パン食献立がご飯食献立より一口の咀嚼回数が少なかった。パン
食献立の場合には、軟らかいパンで挟んだサンドイッチではなく主菜としてお
かずを別にすることで、一口の咀嚼回数の増加につながる可能性が考えられた。 
施設の食事では一般に通常よりも長時間加熱や食べやすいように細かく切
るなどにより、軟らかく食べやすくするための調理操作に注意が払われている
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と報告されている 6）ことから、今回調査した施設の献立で提供される食物の硬
さは、入所者が食べやすいように柔らかく調理されていると考えられる。高齢
者の咀嚼時間や咀嚼回数を増やすために、食材の工夫や調理方法などの献立計
画が必要であることが示唆された。 
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第 2節 養護老人ホームに入所している高齢者の咀嚼行動の評価 
 
1．目的 
早食いは健康のリスク要因である。高齢者の健康を維持増進するために、咀
嚼行動の中で早食いの要因となっている項目を明らかにすることで、早食いを
改善できる具体的な方法を提案できる可能性がある。 
第 1節では、パン食献立とご飯食献立との咀嚼行動を比較し、パン食献立と
ご飯食献立では一口の咀嚼回数が異なることを見出した。 
養護老人ホームで提供される食事は日本食の基本である主食、主菜、副菜、
副副菜と汁で構成される一汁三菜 7）をもとに献立が計画されている。ご飯食献
立を観察し咀嚼行動を評価することは養護老人ホームでの食事の際の早食い
防止に有用になる可能性が高い。そこで第 2節では、早食いの要因を明らかに
するために、ご飯食献立を喫食している咀嚼行動を観察し、咀嚼時間と咀嚼回
数を検討した。 
 
2．方法 
序論 9頁で述べた養護老人ホームの食堂で撮影を行った。ビデオ観察法は第
1 章 22 頁で述べたとおりである。撮影は 2010 年 7 月 9 日（金）昼食時に行
った。撮影日の献立は第 2章 45頁で述べたとおりである。 
観察対象者は第 5章 66頁で述べたご飯食献立日に観察できた 17 名（男性 4
名、女性 13名、平均年齢 78.1±5.6歳）とした。 
調査項目は、先行研究 3、4）を参考に総咀嚼時間（秒）、総咀嚼回数（回）、咀
嚼リズム（秒 / 回）とした。早食いの判断基準は先行研究 8）で食事時間が短
いことと報告されているため、本節では総咀嚼時間を基に分類した。対象者の
平均咀嚼時間を求め、平均咀嚼時間より短い群を早食い群、長い群を非早食い
群に分類した。さらに、食事中に水分を取り流し込んで食べた場合、咀嚼回数
が減少するため 5）、汁物を飲みながら咀嚼しているときの咀嚼時間と咀嚼回数、
および早食い群と非早食い群の（咀嚼時間／汁物を飲みながら咀嚼していると
きの咀嚼時間）、（汁物を飲みながら咀嚼しているときの咀嚼回数／咀嚼回数）
を調査した。汁物を摂取した場合の咀嚼時間と咀嚼回数は、汁物を口に含んで
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から口腔内にある食塊を嚥下するまでの一口ごとの時間と回数とした。本調査
では、お茶と汁物の摂取を区別せず調査した。BMI については、看護記録か
ら情報を得た身長と体重から算出した。現在歯数については、歯科健診データ
からの情報を得て、本人から聞き取り調査を行いながら、研究者が口腔内の確
認を行った。 
解析は早食い群と非早食い群に分類し、総咀嚼時間、総咀嚼回数、咀嚼リズ
ムの平均値を対応のない t‐検定により解析した。全対象者のデータを用いて、
「汁物を口に含んだ状態での咀嚼時間」を独立変数、「咀嚼時間」を従属変数、
「汁物を口に含んだ状態での咀嚼回数」を独立変数、「咀嚼回数」を従属変数
にして回帰分析を行った。値は平均値±標準偏差で表示した。危険率 5％以下
で有意であるとみなした。 
 
3．結果 
解析結果を表 5－2 に示した。対象者 17 名のうち、早食い群は 9 名、非早
食い群は 8 名であり、それぞれ総咀嚼時間は 489±81 秒と 870±123 秒、総
咀嚼回数は 421±91回と 839±181回であり、有意差を認めた（p<0.01）。咀
嚼リズムはそれぞれ 1.2±0.4秒 / 回と 1.1±0.2秒 / 回であり、有意差は認め
られなかった（p=0.067）。汁物を口に含んだ状態での咀嚼時間については、そ
れぞれ 27±25 秒と 133±67 秒であり、有意差を認めた（p<0.01）。汁物を口
に含んだ状態での咀嚼回数は、それぞれ 18±20回と 123±63回であり、有意
差を認めた（p<0.01）。回帰分析の結果、全体の咀嚼時間および咀嚼回数は、
それぞれ汁物を口に含んだ状態での咀嚼時間および咀嚼回数に依存している
ことが示唆された（p=0.0006、p=0.001）。 
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表 5－2 早食い群と非早食い群の平均値 
 
   数値は平均値±標準偏差を示す。 
   1）p値：早食い群と非早食い群間の危険率（t‐検定） 
 
 
4．考察 
ご飯食献立の場合の早食いの要因を明らかにするために、養護老人ホームに
入所している高齢者の咀嚼時間と咀嚼回数をビデオ観察法により観察し検討
した。 
咀嚼時間と咀嚼回数については早食い群が非早食い群より低い値であった。
早食い群に対する非早食い群の割合を基に、咀嚼時間と咀嚼回数をみると、そ
れぞれ 1.8倍と 2.0倍であったが、汁物を口に含んだ状態での咀嚼時間と咀嚼
回数の割合はそれぞれ 5.0 倍と 6.8倍であった。早食い群の特徴として、汁物
を口に含んだ状態での咀嚼時間および回数の減少率がより高いことが示され
た。この観察結果は先行研究と矛盾はない 9）。早食い群では、水分を摂取して
咀嚼物ごと嚥下するような食べ方をしていたと考えられる 9）。実際に、咀嚼時
間および咀嚼回数は、汁物を口に含んだ状態での咀嚼時間および咀嚼回数に依
存していることが示されている。今回の調査では、汁物を口に含んでの摂食回
数や汁物と主食、主菜、副菜等の食べる順や食べる組み合わせについては調査
年齢（歳） 78 ± 7 78 ± 5 0.929
BMI（kg/m2) 23.1 ± 3.8 20.6 ± 3.2 0.165
現在歯数（本） 13 ± 13 7 ± 12 0.320
総咀嚼時間（秒） 489 ± 81 870 ± 123 <0.0001
総咀嚼回数（回） 421 ± 92 839 ± 181 0.0001
咀嚼リズム（秒/回） 1.2 ± 0.4 1.1 ± 0.2 0.067
汁物を摂取した場合の咀嚼時間（秒） 27 ± 25 133 ± 67 0.0005
汁物を摂取した場合の咀嚼回数（回） 18 ± 20 123 ± 63 0.0002
早食い群
(n =9)
p値1）
非早食い群
(n =8)
項目
76 
 
していない。早食い群と非早食い群との間での摂食回数や汁物と主食、主菜、
副菜等との食べる順や食べる組み合わせによる偏差が生じている可能性が考
えられる。今後明らかにすることが必要である。 
食べ物を十分に咀嚼しないことは粗咀嚼といわれる 10）。粗咀嚼では摂取栄
養素の偏り 11）が報告されている。摂取栄養素の偏りは高齢者の健康維持に影
響を与える 12）。また咀嚼が充分でないと、唾液の分泌が不十分で、デンプン
の消化が充分進まない可能性がある。咀嚼回数が少なく十分に咀嚼しない早食
い群の健康を維持するためには、咀嚼回数を増やす指導が有効であるかもしれ
ない。 
また、早食い群の咀嚼時間が短くなる要因は一口に入れる量である 5）といわ
れている。一口量が多い場合には、一口咀嚼回数は多くなるが一食分の総咀嚼
回数は少なくなり、咀嚼時間は短くなる 5）。一口量が多い場合には、十分に咀
嚼しないまま嚥下する可能性があるとされている 13）。今回の調査では、一口
に入れる量や取り込み回数を調査していない。咀嚼時間が短い要因を明確にす
るためには、一口に入れる量や取り込み回数を観察して咀嚼時間との関係を明
らかにすることが必要である。 
咀嚼リズムは早食い群と非早食い群とで差を認めなかった（表 5－2）。養護
老人ホームに入所している高齢者の早食いは咀嚼リズムと関係していないと
考えられるため、高齢者の健康維持のために早食いを改善するには、1口の咀
嚼回数を 21～30 回にする 14）ことなど噛む回数を増やす食べ方の指導をする
ことが有効であるかもしれない。 
 
第 5章のまとめ 
本章では養護老人ホームに入所している高齢者の早食いの要因を見出すた
めに、第 1節では、一口の咀嚼回数がパン食献立とご飯食献立では異なること
とご飯食献立はパン食献立より一口の咀嚼回数が多いことを、第 2 節では咀嚼
時間および咀嚼回数は、汁物を摂取した場合の咀嚼時間および咀嚼回数に依存
していたことを見出した。養護老人ホームに入所している高齢者の早食いの要
因は、汁物を飲む際に咀嚼物を流し込む食べ方にあることが示唆された。高齢
者が早食いにならないようにするためには、一口咀嚼回数が多いご飯食がパン
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食より適していることから食事の調理方法や使用食材の工夫や、飲み込もうと
思ってからさらに 10 回噛む、固形物を咀嚼する際に水分と一緒に飲み込まな
い、食事時間や一口の咀嚼回数を記録し食行動の意識づけをするなどの食べ方
の指導が有効である可能性が示された。 
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総括 
わが国では高齢者の人口に占める割合が増加し、世界に類を見ないスピード
で高齢化が進行している。高齢者の健康の維持増進のための具体的方法につな
がる知見を得ることは有意義であると考える。 
そこで、本研究は高齢者の生活の中での食事中の咀嚼行動に焦点をあて、高
齢者の咀嚼行動の特徴を明らかにすることを目的とした。 
食事をどのように食べるかという食行動の観察やその調査は栄養管理や食
事の指導の基礎となるため、食行動に関する研究は数多く報告されているが、
高齢者を対象とした報告は少ない。また生活の中での食事中の咀嚼行動を観察
するための妥当性が確認された観察方法はこれまでにほとんど報告されてい
ない。そこで第 1章では、まず生活の中での食事中の咀嚼行動を実証的に評価
するのに適している観察方法を検討するために、食行動観察の報告を系統的に
収集し、ビデオ観察法は咀嚼行動の観察に用いることができる可能性を見出し
た。次に、ビデオカメラにより咀嚼行動の観察が可能である機器の設置条件を
検討し、ビデオ観察法で生活の中での食事中の咀嚼時間と咀嚼回数を観察でき
るビデオカメラの設置条件は、ビデオカメラと対象者との距離が最小 150 cm
から最大 600 cm の範囲、水平角は 2度から 64度の範囲、ビデオカメラの設
置高さ 70～160 cm、カーテンで遮光されない明るさ、撮影を遮る障害物への
配慮、対象者がビデオカメラに対して背中を向けないことの必要性が設置条件
となることを見出した。ビデオ観察法により観察するための観察者間および観
察者内の誤差についても検討し、ビデオ観察法により咀嚼時間と咀嚼回数の測
定値を得る場合には1名の観察者が1回測定することで咀嚼時間と咀嚼回数に
ついての代表値が示される可能性が高いことを見出した。第 1章で、ビデオ観
察法は咀嚼行動を観察する方法として信頼性や再現性があることを確認でき
たため、本論文では第 2章以降、ビデオ観察法を用いて高齢者の咀嚼行動を評
価し研究を進めた。高齢者は身体機能が個々人で大きく異なり、咀嚼行動は身
体機能に影響されるため、本研究では、自立していることが入所の条件である
養護老人ホームに入所している高齢者を観察対象者とした。 
第 2章では、高齢女性と成人女性の食事時間や咀嚼回数の違いを比較し、養
護老人ホームに入所している高齢女性の咀嚼行動の問題点は、十分に咀嚼しな
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いで飲み込む粗咀嚼であることと噛む回数が少ないことが推察できた。 
第 3章では、早食いであると感じている高齢者の食べ方の特徴を見出すため
に、早食いの認識をしている高齢者の食事時間および咀嚼回数とを評価した。
その結果、自分が早食いであると感じている高齢者はそうでない高齢者より、
食べ始めから食べ終わりまでの総摂食時間と咀嚼している総咀嚼時間が短か
ったことを見出した。 
第 4章では、高齢者の早食いと健康状態との関係を見出すために、咀嚼行動
を指標として血液生化学値を評価した。早食い群では食後血糖値が高かったこ
とから、高齢者の早食いは、窒息や誤嚥や誤嚥性肺炎の原因というだけではな
く、健康のリスクになることを推察できた。 
第 5章では、養護老人ホームに入所している高齢者の早食いの是正方法を見
出すことを目的として、パン食献立とご飯食献立における咀嚼時間と咀嚼回数
の違いを検討した。その結果、パン食献立はご飯食献立と比較すると有意に一
口咀嚼回数が少なく、主食は一口咀嚼回数に影響を与えることが示唆された。
さらに、咀嚼時間および咀嚼回数は、汁物を摂取した場合の咀嚼時間および咀
嚼回数に依存していたことを見出した。養護老人ホームに入所している高齢者
の早食いは、献立により影響を受けること、汁物を飲む際に咀嚼物を流し込む
食べ方にその要因があることが示唆された。 
 本研究の限界は、咀嚼回数を目視での上下顎の動きで評価しており、筋電計
を使用した計測などの科学的なカウントと一致させていないため、顎の動きが
正確な咀嚼回数を反映していない可能性があることである。また、対象者が少
なかったことなどから、高齢者全ての咀嚼状態を反映しているとは言えない。
調査対象者の食事の時間帯が高齢者施設で決められた配膳から下膳までの約
30 分間であり食事時間に制約があったことの影響が考えられるという限界も
有する。 
今後、対象者数を増やすことや対象者の歯や口腔の状態の詳細な調査が必要
である。さらに唾液量の測定と食べる順序の影響の検討なども必要である。高
齢者に汎用的な結果を得るためには、施設入所者だけでなく在宅高齢者の生活
の中での食事を観察することも必要である。これらを今後の課題としたい。 
本研究では、養護老人ホームに入所している高齢者の生活の中での食事中の
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咀嚼行動に焦点をあて、高齢者の咀嚼行動を評価した。高齢者の咀嚼行動の特
徴は、十分に咀嚼しないで飲み込む粗咀嚼や噛む回数が少ないことであること
を咀嚼時間や咀嚼回数で具体的に明らかにすることができた。また、献立の影
響があることや汁物を飲む際に咀嚼物を流し込むことが早食いの要因の一つ
であることが示された。さらに、早食いを認識している高齢者では、食べ始め
から食べ終わりまでの総摂食時間と咀嚼している総咀嚼時間が短かったこと
が示された。この結果から、高齢者の健康維持のために早食いを予防するため
の具体的な方法としては、献立の工夫をすること、飲み込もうと思ってからさ
らに 10 回噛むなど咀嚼回数を増やすこと、固形物を咀嚼する際に水分と一緒
に飲み込まないこと、食事時間や一口の咀嚼回数を記録し食行動の意識づけを
するなどの食べ方の指導を行うことが必要であると考えられた。 
これまで高齢者の早食いについては誤嚥などの原因になるリスクについて
の研究が進められていた。本研究により養護老人ホームに入所している高齢者
の咀嚼行動がビデオ観察法により評価され、その評価により高齢者の具体的な
食べ方を提案することができた。本研究は、高齢者が早食いを予防・改善する
ための食べ方について具体的な方法を示す基礎資料となり、栄養学、看護学、
歯科学において高齢者の健康の維持増進に寄与する有意義なものと考える。
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Study of chewing behaviors in elderly residents in a nursing home: 
Observation using a video recording method 
 
Japanese has the world’s longest life expectancy. The studies about 
dietary habits in elderly people need to extend the active life expectancy in 
a rapidly aging society. Thus the objective of this study was to clarify 
characteristics of chewing behaviors in elderly residents in a nursing home. 
An investigation using video observation methods was conducted. 
In the first chapter, the validity of a video recording method was verified 
to the observation of chewing behavior.  
In the second chapter, the objective was to clarify problems related to 
chewing behaviors in daily eating among elderly women residents in a 
nursing home. I measured the chewing time and number of chewing 
strokes in ten elderly women residents in a nursing home (elderly group) 
and nine women in their twenty’s (young group). The mean values of total 
chewing time (seconds), total number of chewing strokes (strokes), and 
chewing rhythm (seconds/stroke) were compared between the elderly and 
young groups using an unpaired t-test, and the relationship between total 
chewing time and the total number of chewing strokes in the elderly and 
young groups was analyzed using Pearson correlation coefficients. The 
present findings suggest that problems related to chewing behaviors in 
daily eating among elderly women residents in a nursing homes include 
insufficient chewing associated with bolting of food and rapid eating 
characterized by a low number of chewing strokes.  
In the third chapter, elderly residents in a nursing home who are 
self-awareness of their rapid eating behaviors were studied to clarify the 
eating characteristics. Subjects were evaluated eating time and number of 
chewing strokes using a video recording method. Subjects were twenty four 
elderly residents in a nursing home. Twenty four subjects were interviewed 
for the self-awareness of rapid eating behaviors. The subjects were 
categorized into two groups in accordance with the self-awareness of rapid 
eating behaviors; fast-eating group and slow-eating group. Analysis of 
differences between the fast-eating group and slow-eating group was 
assessed using t-test. In addition, discriminant analysis using the stepwise 
method was conducted, with each measurement item as the independent 
variable, and the self-awareness of rapid eating behaviors as the dependent 
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variable. In the third chapter, it was suggested that the total eating time 
and the total chewing time among the elderly residents in a nursing home 
who are self-awareness of their rapid eating behaviors were short. 
In the fourth chapter, the relationship between the speed of eating and 
blood chemistry test. Subjects, twenty two elderly women residents in a 
nursing home, were assessed the speed of eating such as chewing time, 
number of chewing strokes, and chewing rhythm, body mass index (kg/m2) 
and blood chemistry test. Twenty two subjects were categorized into two 
groups; fast-eating group and slow-eating group, in accordance with the 
average speed of chewing. Blood chemistry data between the fast-eating 
group and slow-eating group were assessed using Mann-Whitney-test. This 
study suggested that the speed of eating might be related to rise in 
postprandial glucose levels. 
In the fifth chapter, the objective was to clarify factors that cause elderly 
residents in a nursing home for the elderly to eat quickly. Two different 
menu, the rice diet menu and bread menu, were examined the difference in 
total chewing time and total number of chewing strokes. The number of 
chewing strokes of bite was significantly less compared to the rice diet 
menu is bread menu. Then seventeen elderly residents of a nursing home 
for the elderly were analyzed. Survey items were chewing time, number of 
chewing strokes, chewing rhythm, and chewing time and number of 
chewing strokes when chewing while eating soup. Based on chewing time, 
residents were divided into a fast-eating group and a slow-eating group. 
Using data from all subjects, regression analysis was conducted, with 
“chewing time with soup in mouth” as the independent variable, and 
“chewing time” as the dependent variable. The results showed that in the 
fast-eating group, the rate of decline in the number of chewing strokes and 
chewing time with soup in the mouth was high. Chewing time and number 
of chewing strokes was dependent on chewing time and number of chewing 
strokes when eating soup. This study suggested that a concern for elderly 
residents in a nursing home for the elderly who eat quickly is that they 
swallow food that should be chewed without chewing it when eating soup. 
These are the first findings to clarify characteristic of chewing behaviors in 
elderly residents who eat quickly.
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